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（調査対象）
会員施設かつ「地域包括ケア病棟の機能等に関する調査」
 又は 「地域包括医療病棟に関する調査」に回答いただいた施設

（発送数） ：１３４病院
（回答数） ： ６０病院
（回答率） ： ４４.８％

※地メディ病棟は、回答数が３施設のため集計から除外
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※黒字施設も赤字施設も共に2024年11月は医業利益が減少



(n=43:100%) 回答施設数 割合
はい 37 86.0%
いいえ 6 14.0%

【結果】
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設問３ー１ 設問２）で医業費用が増えたと答えた方にお聞きします。
     人件費以外の医業費用が増えましたか （n=43）

37件, 86.0%

6件, 14.0%

はい いいえ

(n=57:100%) 回答施設数 割合
算定していた 56 98.2%
算定していない 1 1.8%

設問４）2024年11月はベースアップ評価料を算定していましたか？
全施設（n=57）


不整合（ver2）

		※不整合のデータは推定し修正する。 フセイゴウ スイテイ シュウセイ		採用項目 サイヨウ コウモク						不採用項目 フサイヨウ コウモク						修正前→修正後 シュウセイゼン シュウセイ ゴ



		施設名 シセツメイ		医業利益2023/11 イギョウリエキ				医業利益2024/11 イギョウリエキ				2023/11→2024/11医業収益 イギョウ シュウエキ						2023/11→2024/11医業費用 イギョウ ヒヨウ						2023/11→2024/11医業利益 イギョウリエキ

				赤字 アカジ		黒字 クロジ		赤字 アカジ		黒字 クロジ		増えた フ		減った ヘ		変わらない カ		増えた フ		減った ヘ		変わらない カ		増えた フ		減った ヘ		変わらない カ

		社会医療法人　敬愛会　なかがみ西病院		0→１		0		1		0		0		0		1		0		0		1		0		0		1		PA連携型 パ

		※2023/11/1未回答であるが、医業利益は「変わらない」なので2023/11/1は「赤字」と見なす。 ミカイトウ イギョウリエキ カ アカジ ミ





		社会医療法人　健生会　土庫病院		0		1		1		0		1→０		0→１		0		0		1		0		1→０		0→１		0		地域密着型 チ

		松本市立病院		0		1		1		0		1		0		0		1		0		0		1→０		0→１		0		急性期CM型 キュ

		※2023//11/1「黒字」、2024/11/1「赤字」、医業利益「増えた」なので以下のどれかと考える。 クロ アカジ イギョウリエキ フ イカ カンガ

		　パターン①エラーデータとして集計から除外する。

		　パターン②2023/11/1「黒字」、2024/11/1「赤字」、医業利益「減った」、土庫は医業収益「減った」 クロ アカジ イギョウリエキ ヘ ツチコ イギョウシュウエキ ヘ

		　パターン③2023/11/1「赤字」、2024/11/1「赤字」、医業利益「増えた」 アカ アカ アカジ イギョウリエキ フキャッカ





		医療法人誠和会　倉敷紀念病院		0		1		0→１		1→０		0		0		1		1		0		0		0		0→１		1→０		地域密着型 チ

		※「黒字」→「黒字」を正しいとするなら、以下のいずれかと考える。（ここも不整合のデータは１項目のみ推定し修正する。） クロジ クロジ タダ イカ カンガ

		　パターン①エラーデータとして集計から除外する。

		　パターン②「医業収益/増えた」、「医業費用/増えた」、医業利益/変わらない」 イギョウシュウエキ フ イギョウ ヒヨウ フ イギョウリエキ カ

		　パターン③「医業収益/変わらない」、「医業費用/変わらない」、医業利益/変わらない」 イギョウシュウエキ カ イギョウ ヒヨウ カ イギョウリエキ カ

		　パターン④「医業収益/変わらない」、「医業費用/増えた」、医業利益/減った」、2024/11/1「赤字」 イギョウシュウエキ カ イギョウ ヒヨウ フ イギョウリエキ ヘ







経営状況

				2024年度経営状況調査結果（最終） ネンド ケイエイ ケッカ サイシュウ

				・調査対象：会員施設かつ「地域包括ケア病棟の機能等に関する調査」 又は 「地域包括医療病棟に関する調査」に回答いただいた施設

				・発送数　：１３４病院　　回答数：６０病院　　回答率：４４．８％　※なお、地メディ病棟は回答数が３施設のため、集計から除外した。 ハッソウスウ ビョウイン カイトウスウ ビョウイン カイトウリツ チ ビョウトウ カイトウスウ シセツ シュウケイ ジョガイ

				・当初、2023/11不明1施設としていたが、他設問の回答より赤字とみなし集計した。（PA連携型）下記3パターン共通。 レンケイ ガタ カキ キョウツウ

				パターン④

				2023/11「黒字」→2024/11「赤字」で、医業利益「増えた」と回答した２施設の医業利益を「減った」に修正 イギョウリエキ ヘ シュウセイ

				2023/11「黒字」→2024/11「黒字」で、医業収益「変わらない」、医業費用「増えた」、医業利益「変わらない」と回答した１施設の、医業利益「減った」2024/11「赤字」に修正 クロ イギョウシュウエキ カ イギョウ ヒヨウ フ カ ヘ アカジ シュウセイ

				１）		23年11月と24年11月の医業利益の状況についてお答えください

				全施設　合計 ゼンシセツ ゴウケイ				回答施設数		割合

				2023/11
(n=5７:100%)		赤字		31		54.4%

						黒字		26		45.6%

				2024/11
(n=57:100%)		赤字		36		63.2%

						黒字		21		36.8%





				急性期CM型　合計 ゴウケイ				回答施設数		割合

				2023/11
(n=26:100%)		赤字		13		50.0%

						黒字		13		50.0%

				2024/11
(n=26:100%)		赤字		18		69.2%

						黒字		8		30.8%



				PA連携型・地域密着型　合計 ゴウケイ				回答施設数		割合

				2023/11
(n=31:100%)		赤字		18		58.1%

						黒字		13		41.9%

				2024/11
(n=31:100%)		赤字		18		58.1%

						黒字		13		41.9%



				２）		24年11月の医業収益・医業費用・医業利益の状況について、23年11月からの変化をお答えください

				全施設
合計(n=57:100%) ゴウケイ				回答施設数						割合						全施設				回答施設数						割合						全施設				回答施設数						割合

						増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない				24/11赤字（n=36:100%）		増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない				24/11黒字（n=21:100%）		増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない

				医業収益
		33		19		5		57.9%		33.3%		8.8%				医業収益
		19		14		3		52.8%		38.9%		8.3%				医業収益
		14		5		2		66.7%		23.8%		9.5%

				医業費用
		43		10		4		75.4%		17.5%		7.0%				医業費用
		29		5		2		80.6%		13.9%		5.6%				医業費用
		14		5		2		66.7%		23.8%		9.5%

				医業利益
		16		38		3		28.1%		66.7%		5.3%				医業利益
		9		24		3		25.0%		66.7%		8.3%				医業利益
		9		12		0		42.9%		57.1%		0.0%



				急性期CM型
合計(n=26:100%) キュウセイキ ガタ				回答施設数						割合						急性期CM型				回答施設数						割合						急性期CM型				回答施設数						割合

						増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない				24/11赤字（n=18:100%）		増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない				24/11黒字（n=8:100%）		増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない

				医業収益
		18		8		0		69.2%		30.8%		0.0%				医業収益
		12		6		0		66.7%		33.3%		0.0%				医業収益
		6		2		0		75.0%		25.0%		0.0%

				医業費用
		20		6		0		76.9%		23.1%		0.0%				医業費用
		15		3		0		83.3%		16.7%		0.0%				医業費用
		5		3		0		62.5%		37.5%		0.0%

				医業利益
		9		16		1		34.6%		61.5%		3.8%				医業利益
		6		11		1		33.3%		61.1%		5.6%				医業利益
		3		5		0		37.5%		62.5%		0.0%



				PA連携･地域密着型
合計(n=31:100%) レンケイ チイキミッチャクガタ ゴウケイ				回答施設数						割合						PA連携･地域密着型				回答施設数						割合						PA連携･地域密着型				回答施設数						割合

						増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない				24/11赤字（n=18:100%）		増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない				24/11黒字（n=13:100%）		増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない

				医業収益
		15		11		5		48.4%		35.5%		16.1%				医業収益
		7		8		3		38.9%		44.4%		16.7%				医業収益
		8		3		2		61.5%		23.1%		15.4%

				医業費用
		23		4		4		74.2%		12.9%		12.9%				医業費用
		14		2		2		77.8%		11.1%		11.1%				医業費用
		9		2		2		69.2%		15.4%		15.4%

				医業利益
		9		20		2		29.0%		64.5%		6.5%				医業利益
		3		13		2		16.7%		72.2%		11.1%				医業利益
		6		7		0		46.2%		53.8%		0.0%



				３）		２）で医業費用が増えたと答えた方にお聞きします。人件費以外の医業費用が増えましたか？

						人件費以外の医業費用が増えた場合は、23年11月と比較して、何％増えましたか

				(n=43:100%)		回答施設数		割合

				はい		37		86.0%

				いいえ		6		14.0%

				増えた場合はその増加率

				(n=37:100%)		最小値		最大値		中央値

				増加率		0.005		1.14		6.0%

				４）		24年11月はベースアップ評価料を算定していましたか？

				(n=57:100%)				回答施設数		割合

				算定していた				56		98.2%

				算定していない				1		1.8%





経営状況グラフ

				2024年度経営状況調査結果（最終） ネンド ケイエイ ケッカ サイシュウ

				・調査対象：会員施設かつ「地域包括ケア病棟の機能等に関する調査」 又は 「地域包括医療病棟に関する調査」に回答いただいた施設

				・発送数　：１３４病院　　回答数：６０病院　　回答率：４４．８％　※なお、地メディ病棟は回答数が３施設のため、集計から除外した。 ハッソウスウ ビョウイン カイトウスウ ビョウイン カイトウリツ チ ビョウトウ カイトウスウ シセツ シュウケイ ジョガイ

				・当初、2023/11不明1施設としていたが、他設問の回答より赤字とみなし集計した。（PA連携型）下記3パターン共通。 レンケイ ガタ カキ キョウツウ

				パターン④

				2023/11「黒字」→2024/11「赤字」で、医業利益「増えた」と回答した２施設の医業利益を「減った」に修正 イギョウリエキ ヘ シュウセイ

				2023/11「黒字」→2024/11「黒字」で、医業収益「変わらない」、医業費用「増えた」、医業利益「変わらない」と回答した１施設の、医業利益「減った」2024/11「赤字」に修正 クロ イギョウシュウエキ カ イギョウ ヒヨウ フ カ ヘ アカジ シュウセイ

				１）		23年11月と24年11月の医業利益の状況についてお答えください

				全施設　合計 ゼンシセツ ゴウケイ				回答施設数		割合														黒字 クロジ		赤字 アカジ

				2023/11
(n=5７:100%)		赤字		31		54.4%												2023/11		45.6%		-54.4%

						黒字		26		45.6%												2024/11		36.8%		-63.2%

				2024/11
(n=57:100%)		赤字		36		63.2%

						黒字		21		36.8%





				急性期CM型　合計 ゴウケイ				回答施設数		割合

				2023/11
(n=26:100%)		赤字		13		50.0%

						黒字		13		50.0%

				2024/11
(n=26:100%)		赤字		18		69.2%

						黒字		8		30.8%



				PA連携型・地域密着型　合計 ゴウケイ				回答施設数		割合

				2023/11
(n=31:100%)		赤字		18		58.1%

						黒字		13		41.9%

				2024/11
(n=31:100%)		赤字		18		58.1%

						黒字		13		41.9%



				２）		24年11月の医業収益・医業費用・医業利益の状況について、23年11月からの変化をお答えください

				全施設
合計(n=57:100%) ゴウケイ				回答施設数						割合						全施設				回答施設数						割合						全施設				回答施設数						割合

						増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない				24/11赤字（n=36:100%）		増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない				24/11黒字（n=21:100%）		増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない

				医業収益
		33		19		5		57.9%		33.3%		8.8%				医業収益
		19		14		3		52.8%		38.9%		8.3%				医業収益
		14		5		2		66.7%		23.8%		9.5%

				医業費用
		43		10		4		75.4%		17.5%		7.0%				医業費用
		29		5		2		80.6%		13.9%		5.6%				医業費用
		14		5		2		66.7%		23.8%		9.5%

				医業利益
		16		38		3		28.1%		66.7%		5.3%				医業利益
		9		24		3		25.0%		66.7%		8.3%				医業利益
		9		12		0		42.9%		57.1%		0.0%



				急性期CM型
合計(n=26:100%) キュウセイキ ガタ				回答施設数						割合						急性期CM型				回答施設数						割合						急性期CM型				回答施設数						割合

						増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない				24/11赤字（n=18:100%）		増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない				24/11黒字（n=8:100%）		増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない

				医業収益
		18		8		0		69.2%		30.8%		0.0%				医業収益
		12		6		0		66.7%		33.3%		0.0%				医業収益
		6		2		0		75.0%		25.0%		0.0%

				医業費用
		20		6		0		76.9%		23.1%		0.0%				医業費用
		15		3		0		83.3%		16.7%		0.0%				医業費用
		5		3		0		62.5%		37.5%		0.0%

				医業利益
		9		16		1		34.6%		61.5%		3.8%				医業利益
		6		11		1		33.3%		61.1%		5.6%				医業利益
		3		5		0		37.5%		62.5%		0.0%



				PA連携･地域密着型
合計(n=31:100%) レンケイ チイキミッチャクガタ ゴウケイ				回答施設数						割合						PA連携･地域密着型				回答施設数						割合						PA連携･地域密着型				回答施設数						割合

						増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない				24/11赤字（n=18:100%）		増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない				24/11黒字（n=13:100%）		増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない

				医業収益
		15		11		5		48.4%		35.5%		16.1%				医業収益
		7		8		3		38.9%		44.4%		16.7%				医業収益
		8		3		2		61.5%		23.1%		15.4%

				医業費用
		23		4		4		74.2%		12.9%		12.9%				医業費用
		14		2		2		77.8%		11.1%		11.1%				医業費用
		9		2		2		69.2%		15.4%		15.4%

				医業利益
		9		20		2		29.0%		64.5%		6.5%				医業利益
		3		13		2		16.7%		72.2%		11.1%				医業利益
		6		7		0		46.2%		53.8%		0.0%



				３）		２）で医業費用が増えたと答えた方にお聞きします。人件費以外の医業費用が増えましたか？

						人件費以外の医業費用が増えた場合は、23年11月と比較して、何％増えましたか

				(n=43:100%)		回答施設数		割合

				はい		37		86.0%

				いいえ		6		14.0%

				増えた場合はその増加率

				(n=37:100%)		最小値		最大値		中央値

				増加率		0.005		1.14		6.0%

				４）		24年11月はベースアップ評価料を算定していましたか？

				(n=57:100%)				回答施設数		割合

				算定していた				56		98.2%

				算定していない				1		1.8%





黒字	2023/11	2024/11	0.45600000000000002	0.36799999999999999	赤字	2023/11	2024/11	-0.54400000000000004	-0.63200000000000001	









1 


2 


A B 


2024年度経営状況調査結果（最終）


・調査対象：会員施設かつ「地域包括ケア病棟の機能等に関する調査」 又は 「地域包括医療病棟に関する調査」に回答いただいた施設



不整合（ver2）

		※不整合のデータは推定し修正する。 フセイゴウ スイテイ シュウセイ		採用項目 サイヨウ コウモク						不採用項目 フサイヨウ コウモク						修正前→修正後 シュウセイゼン シュウセイ ゴ



		施設名 シセツメイ		医業利益2023/11 イギョウリエキ				医業利益2024/11 イギョウリエキ				2023/11→2024/11医業収益 イギョウ シュウエキ						2023/11→2024/11医業費用 イギョウ ヒヨウ						2023/11→2024/11医業利益 イギョウリエキ

				赤字 アカジ		黒字 クロジ		赤字 アカジ		黒字 クロジ		増えた フ		減った ヘ		変わらない カ		増えた フ		減った ヘ		変わらない カ		増えた フ		減った ヘ		変わらない カ

		社会医療法人　敬愛会　なかがみ西病院		0→１		0		1		0		0		0		1		0		0		1		0		0		1		PA連携型 パ

		※2023/11/1未回答であるが、医業利益は「変わらない」なので2023/11/1は「赤字」と見なす。 ミカイトウ イギョウリエキ カ アカジ ミ





		社会医療法人　健生会　土庫病院		0		1		1		0		1→０		0→１		0		0		1		0		1→０		0→１		0		地域密着型 チ

		松本市立病院		0		1		1		0		1		0		0		1		0		0		1→０		0→１		0		急性期CM型 キュ

		※2023//11/1「黒字」、2024/11/1「赤字」、医業利益「増えた」なので以下のどれかと考える。 クロ アカジ イギョウリエキ フ イカ カンガ

		　パターン①エラーデータとして集計から除外する。

		　パターン②2023/11/1「黒字」、2024/11/1「赤字」、医業利益「減った」、土庫は医業収益「減った」 クロ アカジ イギョウリエキ ヘ ツチコ イギョウシュウエキ ヘ

		　パターン③2023/11/1「赤字」、2024/11/1「赤字」、医業利益「増えた」 アカ アカ アカジ イギョウリエキ フキャッカ





		医療法人誠和会　倉敷紀念病院		0		1		0→１		1→０		0		0		1		1		0		0		0		0→１		1→０		地域密着型 チ

		※「黒字」→「黒字」を正しいとするなら、以下のいずれかと考える。（ここも不整合のデータは１項目のみ推定し修正する。） クロジ クロジ タダ イカ カンガ

		　パターン①エラーデータとして集計から除外する。

		　パターン②「医業収益/増えた」、「医業費用/増えた」、医業利益/変わらない」 イギョウシュウエキ フ イギョウ ヒヨウ フ イギョウリエキ カ

		　パターン③「医業収益/変わらない」、「医業費用/変わらない」、医業利益/変わらない」 イギョウシュウエキ カ イギョウ ヒヨウ カ イギョウリエキ カ

		　パターン④「医業収益/変わらない」、「医業費用/増えた」、医業利益/減った」、2024/11/1「赤字」 イギョウシュウエキ カ イギョウ ヒヨウ フ イギョウリエキ ヘ







経営状況

				2024年度経営状況調査結果（最終） ネンド ケイエイ ケッカ サイシュウ

				・調査対象：会員施設かつ「地域包括ケア病棟の機能等に関する調査」 又は 「地域包括医療病棟に関する調査」に回答いただいた施設

				・発送数　：１３４病院　　回答数：６０病院　　回答率：４４．８％　※なお、地メディ病棟は回答数が３施設のため、集計から除外した。 ハッソウスウ ビョウイン カイトウスウ ビョウイン カイトウリツ チ ビョウトウ カイトウスウ シセツ シュウケイ ジョガイ

				・当初、2023/11不明1施設としていたが、他設問の回答より赤字とみなし集計した。（PA連携型）下記3パターン共通。 レンケイ ガタ カキ キョウツウ

				パターン④

				2023/11「黒字」→2024/11「赤字」で、医業利益「増えた」と回答した２施設の医業利益を「減った」に修正 イギョウリエキ ヘ シュウセイ

				2023/11「黒字」→2024/11「黒字」で、医業収益「変わらない」、医業費用「増えた」、医業利益「変わらない」と回答した１施設の、医業利益「減った」2024/11「赤字」に修正 クロ イギョウシュウエキ カ イギョウ ヒヨウ フ カ ヘ アカジ シュウセイ

				１）		23年11月と24年11月の医業利益の状況についてお答えください

				全施設　合計 ゼンシセツ ゴウケイ				回答施設数		割合

				2023/11
(n=5７:100%)		赤字		31		54.4%

						黒字		26		45.6%

				2024/11
(n=57:100%)		赤字		36		63.2%

						黒字		21		36.8%





				急性期CM型　合計 ゴウケイ				回答施設数		割合

				2023/11
(n=26:100%)		赤字		13		50.0%

						黒字		13		50.0%

				2024/11
(n=26:100%)		赤字		18		69.2%

						黒字		8		30.8%



				PA連携型・地域密着型　合計 ゴウケイ				回答施設数		割合

				2023/11
(n=31:100%)		赤字		18		58.1%

						黒字		13		41.9%

				2024/11
(n=31:100%)		赤字		18		58.1%

						黒字		13		41.9%



				２）		24年11月の医業収益・医業費用・医業利益の状況について、23年11月からの変化をお答えください

				全施設
合計(n=57:100%) ゴウケイ				回答施設数						割合						全施設				回答施設数						割合						全施設				回答施設数						割合

						増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない				24/11赤字（n=36:100%）		増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない				24/11黒字（n=21:100%）		増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない

				医業収益
		33		19		5		57.9%		33.3%		8.8%				医業収益
		19		14		3		52.8%		38.9%		8.3%				医業収益
		14		5		2		66.7%		23.8%		9.5%

				医業費用
		43		10		4		75.4%		17.5%		7.0%				医業費用
		29		5		2		80.6%		13.9%		5.6%				医業費用
		14		5		2		66.7%		23.8%		9.5%

				医業利益
		16		38		3		28.1%		66.7%		5.3%				医業利益
		9		24		3		25.0%		66.7%		8.3%				医業利益
		9		12		0		42.9%		57.1%		0.0%



				急性期CM型
合計(n=26:100%) キュウセイキ ガタ				回答施設数						割合						急性期CM型				回答施設数						割合						急性期CM型				回答施設数						割合

						増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない				24/11赤字（n=18:100%）		増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない				24/11黒字（n=8:100%）		増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない

				医業収益
		18		8		0		69.2%		30.8%		0.0%				医業収益
		12		6		0		66.7%		33.3%		0.0%				医業収益
		6		2		0		75.0%		25.0%		0.0%

				医業費用
		20		6		0		76.9%		23.1%		0.0%				医業費用
		15		3		0		83.3%		16.7%		0.0%				医業費用
		5		3		0		62.5%		37.5%		0.0%

				医業利益
		9		16		1		34.6%		61.5%		3.8%				医業利益
		6		11		1		33.3%		61.1%		5.6%				医業利益
		3		5		0		37.5%		62.5%		0.0%



				PA連携･地域密着型
合計(n=31:100%) レンケイ チイキミッチャクガタ ゴウケイ				回答施設数						割合						PA連携･地域密着型				回答施設数						割合						PA連携･地域密着型				回答施設数						割合

						増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない				24/11赤字（n=18:100%）		増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない				24/11黒字（n=13:100%）		増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない

				医業収益
		15		11		5		48.4%		35.5%		16.1%				医業収益
		7		8		3		38.9%		44.4%		16.7%				医業収益
		8		3		2		61.5%		23.1%		15.4%

				医業費用
		23		4		4		74.2%		12.9%		12.9%				医業費用
		14		2		2		77.8%		11.1%		11.1%				医業費用
		9		2		2		69.2%		15.4%		15.4%

				医業利益
		9		20		2		29.0%		64.5%		6.5%				医業利益
		3		13		2		16.7%		72.2%		11.1%				医業利益
		6		7		0		46.2%		53.8%		0.0%



				３）		２）で医業費用が増えたと答えた方にお聞きします。人件費以外の医業費用が増えましたか？

						人件費以外の医業費用が増えた場合は、23年11月と比較して、何％増えましたか

				(n=43:100%)		回答施設数		割合

				はい		37		86.0%

				いいえ		6		14.0%

				増えた場合はその増加率

				(n=37:100%)		最小値		最大値		中央値

				増加率		0.005		1.14		6.0%

				４）		24年11月はベースアップ評価料を算定していましたか？

				(n=57:100%)				回答施設数		割合

				算定していた				56		98.2%

				算定していない				1		1.8%





経営状況グラフ

				2024年度経営状況調査結果（最終） ネンド ケイエイ ケッカ サイシュウ

				・調査対象：会員施設かつ「地域包括ケア病棟の機能等に関する調査」 又は 「地域包括医療病棟に関する調査」に回答いただいた施設

				・発送数　：１３４病院　　回答数：６０病院　　回答率：４４．８％　※なお、地メディ病棟は回答数が３施設のため、集計から除外した。 ハッソウスウ ビョウイン カイトウスウ ビョウイン カイトウリツ チ ビョウトウ カイトウスウ シセツ シュウケイ ジョガイ

				・当初、2023/11不明1施設としていたが、他設問の回答より赤字とみなし集計した。（PA連携型）下記3パターン共通。 レンケイ ガタ カキ キョウツウ

				パターン④

				2023/11「黒字」→2024/11「赤字」で、医業利益「増えた」と回答した２施設の医業利益を「減った」に修正 イギョウリエキ ヘ シュウセイ

				2023/11「黒字」→2024/11「黒字」で、医業収益「変わらない」、医業費用「増えた」、医業利益「変わらない」と回答した１施設の、医業利益「減った」2024/11「赤字」に修正 クロ イギョウシュウエキ カ イギョウ ヒヨウ フ カ ヘ アカジ シュウセイ

				１）		23年11月と24年11月の医業利益の状況についてお答えください

				全施設　合計 ゼンシセツ ゴウケイ				回答施設数		割合														黒字 クロジ		赤字 アカジ

				2023/11
(n=5７:100%)		赤字		31		54.4%												2023/11		45.6%		-54.4%

						黒字		26		45.6%												2024/11		36.8%		-63.2%

				2024/11
(n=57:100%)		赤字		36		63.2%

						黒字		21		36.8%





				急性期CM型　合計 ゴウケイ				回答施設数		割合

				2023/11
(n=26:100%)		赤字		13		50.0%

						黒字		13		50.0%

				2024/11
(n=26:100%)		赤字		18		69.2%

						黒字		8		30.8%



				PA連携型・地域密着型　合計 ゴウケイ				回答施設数		割合

				2023/11
(n=31:100%)		赤字		18		58.1%

						黒字		13		41.9%

				2024/11
(n=31:100%)		赤字		18		58.1%

						黒字		13		41.9%



				２）		24年11月の医業収益・医業費用・医業利益の状況について、23年11月からの変化をお答えください

				全施設
合計(n=57:100%) ゴウケイ				回答施設数						割合						全施設				回答施設数						割合						全施設				回答施設数						割合

						増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない				24/11赤字（n=36:100%）		増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない				24/11黒字（n=21:100%）		増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない

				医業収益
		33		19		5		57.9%		33.3%		8.8%				医業収益
		19		14		3		52.8%		38.9%		8.3%				医業収益
		14		5		2		66.7%		23.8%		9.5%

				医業費用
		43		10		4		75.4%		17.5%		7.0%				医業費用
		29		5		2		80.6%		13.9%		5.6%				医業費用
		14		5		2		66.7%		23.8%		9.5%

				医業利益
		16		38		3		28.1%		66.7%		5.3%				医業利益
		9		24		3		25.0%		66.7%		8.3%				医業利益
		9		12		0		42.9%		57.1%		0.0%



				急性期CM型
合計(n=26:100%) キュウセイキ ガタ				回答施設数						割合						急性期CM型				回答施設数						割合						急性期CM型				回答施設数						割合

						増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない				24/11赤字（n=18:100%）		増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない				24/11黒字（n=8:100%）		増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない

				医業収益
		18		8		0		69.2%		30.8%		0.0%				医業収益
		12		6		0		66.7%		33.3%		0.0%				医業収益
		6		2		0		75.0%		25.0%		0.0%

				医業費用
		20		6		0		76.9%		23.1%		0.0%				医業費用
		15		3		0		83.3%		16.7%		0.0%				医業費用
		5		3		0		62.5%		37.5%		0.0%

				医業利益
		9		16		1		34.6%		61.5%		3.8%				医業利益
		6		11		1		33.3%		61.1%		5.6%				医業利益
		3		5		0		37.5%		62.5%		0.0%



				PA連携･地域密着型
合計(n=31:100%) レンケイ チイキミッチャクガタ ゴウケイ				回答施設数						割合						PA連携･地域密着型				回答施設数						割合						PA連携･地域密着型				回答施設数						割合

						増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない				24/11赤字（n=18:100%）		増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない				24/11黒字（n=13:100%）		増えた		減った		変わらない		増えた		減った		変わらない

				医業収益
		15		11		5		48.4%		35.5%		16.1%				医業収益
		7		8		3		38.9%		44.4%		16.7%				医業収益
		8		3		2		61.5%		23.1%		15.4%

				医業費用
		23		4		4		74.2%		12.9%		12.9%				医業費用
		14		2		2		77.8%		11.1%		11.1%				医業費用
		9		2		2		69.2%		15.4%		15.4%

				医業利益
		9		20		2		29.0%		64.5%		6.5%				医業利益
		3		13		2		16.7%		72.2%		11.1%				医業利益
		6		7		0		46.2%		53.8%		0.0%



				３）		２）で医業費用が増えたと答えた方にお聞きします。人件費以外の医業費用が増えましたか？

						人件費以外の医業費用が増えた場合は、23年11月と比較して、何％増えましたか

				(n=43:100%)		回答施設数		割合

				はい		37		86.0%

				いいえ		6		14.0%

				増えた場合はその増加率

				(n=37:100%)		最小値		最大値		中央値

				増加率		0.005		1.14		6.0%

				４）		24年11月はベースアップ評価料を算定していましたか？

				(n=57:100%)				回答施設数		割合

				算定していた				56		98.2%

				算定していない				1		1.8%





黒字	2023/11	2024/11	0.45600000000000002	0.36799999999999999	赤字	2023/11	2024/11	-0.54400000000000004	-0.63200000000000001	









1 


2 


A B 


2024年度経営状況調査結果（最終）


・調査対象：会員施設かつ「地域包括ケア病棟の機能等に関する調査」 又は 「地域包括医療病棟に関する調査」に回答いただいた施設




地域包括ケア時代の高齢者救急

5
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■高齢で多疾病が併存し、ADLと栄養状態、認知機能が低下し、ポ

リファーマシーになりやすい。入院前から継続して入院中も包括的
な生活支援や意思決定支援を必要とする患者が多くなる。

■リハビリテーションは、社会復帰を目指す脳卒中モデルよりも、生
活復帰を目指す廃用症候群・認知症モデルが主となる。

■QOLとQODの価値観は人それぞれ異なる上、介入のエビデンス
は乏しいためACPや多職種協働によるカンファレンスは必須となる。

生活支援型医療
廃用症候群・認知症モデル

従来型医療
脳卒中モデル

地域包括ケア時代の患者像



引用改変：髙橋亮太他、プライマリケアにおけるmultimorbidity の現状と課題、日本プライマリ・ケア連合学会誌2019, vol. 42, no. 4, p. 213-219

■高齢化と共に“multimorbidity患者”は増加
・性別、貧困、フレイルや精神疾患合併と相関
・死亡率上昇、QOL低下等の健康アウトカムへの負の影響

・受診回数増加、ケアの分断、ポリドクターやポリファーマシー
等の患者負担増加
・救急受診、予定外入院、医療費上昇等
・疾患別GL群に基く介入はエビデンスによる裏付け不十分
・アウトカムは患者のQOL向上
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地域包括ケア時代のkey wordは“multimorbidity”
「複数の慢性疾患が一個人に併存している状態であり、中心となる疾患を特定できない状態」



３つの病棟機能で地域包括ケアシステムを支える

□院内多職種協働
□地域内多職種協働

在宅復帰支援機能ポストアキュート（PA）機能

□自院
□他院

地域包括ケア病棟の役割と３つの病棟機能

8

いわゆるサブアキュート（sc.SA）機能

□在宅等緊急
□在宅等予定

引用改変：2022.03.04 厚生労働省保険局医療課 令和４年度診療報酬改定の概要

2014年度
地域包括ケア病棟創設



92022.10.05 第７回救急・ 災害医療提供体制等に関するワーキンググループ
第４回、第５回、第６回救急・災害医療提供体制等に関するワーキンググループ資料

652022.10.05 第７回救急・ 災害医療提供体制等に関するワーキンググループ
第４回、第５回、第６回救急・災害医療提供体制等に関するワーキンググループ資料

662022.10.05 第７回救急・ 災害医療提供体制等に関するワーキンググループ
第４回、第５回、第６回救急・災害医療提供体制等に関するワーキンググループ資料

これが“multimorbidity患者”



救急搬送・救急外来の
トリアージ

重症

中等症

重症

到着後・入院後の
診断結果

中等症

オーバートリアージ
になる傾向に・・・

トリアージのジレンマ
■救急隊員や外来医師・看護師も、アンダートリアージの結果３次救急等への再搬送や
より高次機能の院内転棟を避けたいので、オーバートリアージなりやすい。
■搬送時は高度急性期病院に行きがちになり、入院時は急性期病棟を選びがちになる。
■トリアージの精緻化が重要である。

上り搬送

ICU転棟
トリアージを

精緻にせねば
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救急搬送・救急外来の
トリアージ

重症

中等症

重症

到着後・入院後の
診断結果

中等症

オーバートリアージ
になる傾向に・・・

トリアージのジレンマ
■救急隊員や外来医師・看護師も、アンダートリアージの結果３次救急等への再搬送や
より高次機能の院内転棟を避けたいので、オーバートリアージなりやすい。
■搬送時は高度急性期病院に行きがちになり、入院時は急性期病棟を選びがちになる。
■トリアージの精緻化が重要である。

上り搬送

ICU転棟
トリアージを

精緻にせねば

11

トリアージの精緻化

■救急隊、医師・看護師の臨床能力の向上やかかりつけ医機能を持つ医療機関と救急
の連携強化
■いつも外来で診ている、自宅・施設で診ている、連携医療機関が診ている、ACPもして
いる、かかりつけの高齢虚弱“multimorbidity患者”を増やす。
■アンダートリアージを恐れない多くの高齢者救急を受け入れられる病棟を設ける。
■３次救急からの下り搬送を活用して、重症疑いのトリアージは自院で行わない。



引用改変：2023.12.15 中央社会保険医療協議会 入院（その８） 
高齢者の救急患者等に対応する入院医療について
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地域包括医療病棟

いいとこ取りの
新病棟

かかりつけ患者に加えて
新患の救急搬送や下り搬送

地域包括ケア病棟

自宅や施設の
かかりつけ患者の急変

＋
急性期一般病棟

小児や成人に加えて
臓器別高度専門医療を
要する高齢者の救急

＋

看護師が多くて、リハ療
法士や管理栄養士等の
多職種協働が不足

要介護高齢者は入院す
ると介護度が悪化 リハ療法士や入退院支

援等の多職種協働は十
分だが、看護師が13対1
では足りない。
救急搬送直入が6%未満

看護師が10対1、かつリ

ハ療法士や管理栄養士
等の多職種協働も十分
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2024年度 病棟機能調査の要点
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対象：2024年10月時点で地域包括医療病棟を届出

している、もしくは届出を予定、検討している病院で
あり、かつ、当協会会員の全施設545病院および、全

国の非会員施設で地域包括ケア病棟（以下地ケア
病棟）を届け出ている2,132病院の、合計2,677病院

回収件数（回収率）：
総数57件（2.1％）
内会員病院25件（4.6％）

対象：2024年10月時点で地域包括ケア病棟を届
け出ている病院
当協会会員の全施設545病院および地域包括ケ

ア病棟（以下地ケア病棟）を届け出ている全国の
非会員施設2,677病院

回収件数（回収率）：
総数300件（11.2％）
内会員病院126件（23.1％）

・地メディ病棟を届出済や予
定・検討中の施設の約3割が本
調査に回答したとすると、
2,677施設の約7%（=2.1/0.3）
が届出や検討をしていると推定。
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対象：2024年10月時点で地域包括医療病棟を届出

している、もしくは届出を予定、検討している病院で
あり、かつ、当協会会員の全施設545病院および、全

国の非会員施設で地域包括ケア病棟（以下地ケア
病棟）を届け出ている2,132病院の、合計2,677病院

回収件数（回収率）：
総数57件（2.1％）
内会員病院25件（4.6％）

対象：2024年10月時点で地域包括ケア病棟を届
け出ている病院
当協会会員の全施設545病院および地域包括ケ

ア病棟（以下地ケア病棟）を届け出ている全国の
非会員施設2,677病院

回収件数（回収率）：
総数300件（11.2％）
内会員病院126件（23.1％）

・地メディ病棟を届出済や予
定・検討中の施設の約3割が本
調査に回答したとすると、
2,677施設の約7%（=2.1/0.3）
が届出や検討をしていると推定。

■調査の概要：
◆患者票（別途、地ケア病棟と地メディ病棟と共に報告）

記入時点からさかのぼって、地ケア病棟又は地メディ病棟に入院した患者10名
１．性別、年齢、要介護度
２．マルチモビディティ（入院・棟時の主病名、慢性併存疾患名（22疾患））

◆地方厚生局データの解析資料（別途、地ケア病棟と地メディ病棟と共に報告）
・地域包括ケア推進病棟協会 機能評価委員会作成
・全国の全病院の地方厚生局データを解析して毎月20日前後の定点観測を実施

地域包括ケア病棟協会 機能評価委員会作成



地域包括ケア病棟・管理料
20250614時点
厚生局定点データ

2,662病院（約103,100病床）

JAHCC地域包括ケア推進病棟協会 機能評価委員会作成
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地ケア病院：
110/2662
＝4.1％



地域包括医療病棟
175病院（約9,200病床）

20250614時点
厚生局定点データ

JAHCC地域包括ケア推進病棟協会 機能評価委員会作成
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地メディ病院：
10/175
＝5.7％
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算定病院数推移

地域包括ケア病棟（地ケア）

地域包括医療病棟（地メディ）

地ケア・地メディ 改定後の算定病院数推移

JAHCC地域包括ケア推進病棟協会 機能評価委員会作成

確認月

病院数

地方厚生局定点データ（毎月中旬）

20250614時点
厚生局定点データ

地
ケア

地
メディ
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19

2024.12時点

１位

地
メディ

2025.06.13（令和７年度第３回）入院・外来医療等の調査・評価分科会



2025.06.14時点
JAHCC地域包括ケア推進病棟協会 機能評価委員会作成

地域包括医療病棟入院料を届け出る前の入院料

令和7年度第3回入院・外来医療等の調査・評価分科会 議事次第
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000212500_00272.html

診調組 入－１
Ｒ７．６．１３改
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地域包括医療病棟を届け出る前の入院料ごとの医療機関数(n=175)

（※管理料算定は地ケアに含む）

（※管理料算定は地ケアに含む）

（※管理料算定は地ケアに含む）

20250614時点
厚生局定点データ
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1,2,4
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地
メディ
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26.9％
（急1：47/175）

49.1％
（急2-6：86/175）

23.4％
（地ケア1,2,4：

41/175）

１位
急１から急４へと
転換元病棟の潮
目が変わる？
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地方厚生局データ
の解析資料

地域包括ケア病棟と地域包括医療病棟
の届出病院の組み合わせ解析
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■患者調査：
◆患者票（別途、地ケア病棟と地メディ病棟と共に報告）

記入時点からさかのぼって、地ケア病棟又は地メディ病棟に入院した患者10名
１．性別、年齢、要介護度
２．マルチモビディティ（入院・棟時の主病名、慢性併存疾患名（22疾患））

■中央社会保険医療協議会において、病床種別毎の疾患や要介護を調査して比較
しているが、マルチモビディティの実態を加味すると、疾患や要介護だけではわから
なかったことが見えてくるかもしれない。



■地域包括ケア病棟と地域包括医療病棟の患者像の比較

n=2,125 n=129

■マルモ患者数×年齢区分

■マルモ割合について、
・地メディ病棟において、75歳以上は地ケア病棟よりもマルモの割合が低い。

地
メディ

地
ケア



n=1,780 n=116

■地域包括ケア病棟と地域包括医療病棟の患者像の比較

■マルモ患者数×要介護度

■介護度の割合について、

・地メディ病棟において、概ねどの介護度においても地ケア病棟よりもマルモ患者の割合が
低い。

地
メディ

地
ケア



■地域包括ケア病棟と地域包括医療病棟の患者像の比較 罹患率が30％以上

■マルモ患者の慢性併存疾患の罹患状況

地
ケア

１．高血
圧症

２．泌尿
器疾患

３．糖尿
病

４．認知
症

５．脂質
異常症

６．貧血
７．脳血
管障害

８．骨粗
鬆症

９．心房
細動

１０．が
ん

１１．変形
性関節症／
脊椎障害

１２．冠
動脈疾患

１３．白
内障／緑
内障

１４．て
んかん

１５．高
尿酸血症

１６．Ｃ
ＯＰＤ

１７．不
眠症

１８．関
節リウマ
チ

１９．
パーキン
ソン病

２０．甲
状腺機能
低下症

２１．う
つ病

２２．消
化性潰瘍
（PPI使

入院契機 2 129 43 25 18 16 1 82 43 104 13 10 1 8 1 1 24 1 4
併存疾患 1,112 342 482 484 452 199 350 362 248 161 273 159 113 69 122 74 327 44 55 59 106 222
合計 1,114 471 525 509 452 217 366 363 248 243 316 263 126 79 123 82 328 45 79 59 107 226
％ 66.7% 28.2% 31.4% 30.5% 27.0% 13.0% 21.9% 21.7% 14.8% 14.5% 18.9% 15.7% 7.5% 4.7% 7.4% 4.9% 19.6% 2.7% 4.7% 3.5% 6.4% 13.5%

1-10位 1 4 2 3 5 6 7 9 10 8

地
メディ

1.5割
超多

■慢性併存疾患の罹患状況について、
・地メディ病棟において、地ケア病棟よりも1.5割以上罹患率が高い疾患は、脳血管障害で
あった。

１．高血
圧症

２．泌尿
器疾患

３．糖尿
病

４．認知
症

５．脂質
異常症

６．貧血
７．脳血
管障害

８．骨粗
鬆症

９．心房
細動

１０．が
ん

１１．変形
性関節症／
脊椎障害

１２．冠
動脈疾患

１３．白
内障／緑
内障

１４．て
んかん

１５．高
尿酸血症

１６．Ｃ
ＯＰＤ

１７．不
眠症

１８．関
節リウマ
チ

１９．
パーキン
ソン病

２０．甲
状腺機能
低下症

２１．う
つ病

２２．消
化性潰瘍
（PPI使

入院契機 15 2 1 3 3 2 5 2 1
併存疾患 57 18 23 23 26 21 28 19 5 6 13 4 5 2 9 1 19 4 3 3 6 13
合計 57 33 25 23 26 22 31 19 5 9 15 9 5 4 9 1 19 5 3 3 6 13
％ 66.3% 38.4% 29.1% 26.7% 30.2% 25.6% 36.0% 22.1% 5.8% 10.5% 17.4% 10.5% 5.8% 4.7% 10.5% 1.2% 22.1% 5.8% 3.5% 3.5% 7.0% 15.1%

1-10位 1 2 5 6 4 7 3 8 10 8





■久々のプラス改定

■トピックス
１）賃上げ
２）医療介護DX
３）ポストコロナにおける感染症対策 → 医療措置協定
４）医介福連携

■高齢虚弱“multimorbidity 患者” に対する足固め
１）入院料通則の見直し
・栄養管理体制基準の明確化 → GLIM基準
・意思決定支援の推進： → ACP
・身体拘束最小化の強化： → 尊厳の保持
２）リハビリテーション・栄養・口腔の一体的取組
３）医介福連携協定
４）高齢者救急 → 地域包括医療病棟創設

2024年度 改定の要点（私見）

27

追加
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■考察【概要版】
◆ 要旨：

本調査結果は、地域包括ケア病棟が超高齢社会における地域包括ケアシステムを支える存在として、着実に機能している
ことを示す一方で、診療報酬改定や将来のDPC退出基準、地域毎の特性といった外部要因によって、その運営や戦略に変化
が求められていることを示している。

今後、地域包括ケア病棟は、それぞれの地域における医療・介護ニーズの変化に柔軟に対応し、より強化した高齢者救急
の受け入れ体制や、より評価の範囲を広げた下り搬送の受入れ、より分かりやすい短手３の受入れ条件、より効果的な病診
連携と医療介護連携を構築していくことができるように、2026年度改定に向けた更なる進化が求められている。

◆１，地ケア病棟の機能変化：
過去３年間で、地域包括ケア病棟は急性期CM型が１割減少し、地域密着型がその分増加した。これは、コロナ後の受療行

動の変化や人口規模や構成の変化が、地域密着型の需要を喚起したことを示している。

◆ ２，在宅患者支援病床初期加算と退院先分析の課題（患者分析と一部施設分析）：

小括：地域包括ケア病棟は在宅患者を積極的に受け入れているものの、入院の搬送ルートとして救急搬送や高次医療機関
を経由した下り搬送が少ないことや、老健との連携不足が課題である。2024年度改定後も、多くの施設で対応が遅れており、

老健側の運営を支えるインセンティブの不足も連携を阻んでいる。一部の先行的な取り組みは見られるものの、全体としての
連携強化にはさらなる評価が必要である。

１）在宅患者支援病床初期加算の積極的な活用: 地域包括ケア病棟は、8.5割強の施設が算定している在宅患者支援病床初

期加算を通じて、在宅からの患者を積極的に受け入れていた。特に規模が小さく、在宅・施設との連携を重視する病院で算
定率が高かった。
２）搬送ルートの課題: 入院搬送ルートは「その他」が８割強と大半を占めており、救急搬送や高次医療機関からの下り搬送
は少なかった。在宅患者の救急搬送受け入れや、高次医療機関との連携強化が課題である。
３）入院前施設と退院先: 入院患者は自宅や居住系介護施設からの受け入れがほとんどであり、介護老人保健施設（老健）
からの受け入れは少なかった。退院先も同様に、老健への退院はごくわずかであった。



2024年度アンケート調査で使用した
地域包括ケア病棟を届け出る病院の病院機能分類

・急性期ケアミックス（CM）型：急性期一般入院基本料６以上の急性

期病棟があり、病床機能報告に照らして一定以上の急性期機能を有
していると自ら判断し、病院全体として急性期を最も重視している病
院である。

・ポストアキュート（PA）連携型：病院全体の実入院患者数の概ね半

数以上が他院からのポストアキュートを受け入れる病院である。実患
者数が半数に届くかどうか判断に迷う場合は、次の“どちらでもない”
を選択する。

・どちらでもない（地域密着型）：多くは自宅や居住系施設、介護施設 
などで療養している患者の内科的・外科的急性増悪や軽症急性疾
患などのいわゆるサブアキュートを中心に受け入れる病院である。こ
れに該当しない特徴ある医療に特化している病院も含む。当協会で
は「どちらでもない」を地域密着型と定義している。
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１．基本情報（ 2024年10月1日現在）

・地域包括ケア病棟を有する病院の
病院機能分類（n=300）

・地域包括ケア病棟を有する病院の
病院機能分類（n=468）

※20250601時点（改定後）
急性期CM PA連携 地域密着 未回答 総計

病院数 135 37 126 2 300
45.0% 12.3% 42.0% 0.7% 100.0%

2022年度調査

-10ポイント +10ポイント
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■考察【概要版】
◆ 要旨：

本調査結果は、地域包括ケア病棟が超高齢社会における地域包括ケアシステムを支える存在として、着実に機能している
ことを示す一方で、診療報酬改定や将来のDPC退出基準、地域毎の特性といった外部要因によって、その運営や戦略に変化
が求められていることを示している。

今後、地域包括ケア病棟は、それぞれの地域における医療・介護ニーズの変化に柔軟に対応し、より強化した高齢者救急
の受け入れ体制や、より効果的な病診連携と医療介護連携を構築していくことができるように、2026年度改定に向けた更な
る進化が求められている。

◆１，地ケア病棟の機能変化：
過去３年間で、地域包括ケア病棟は急性期CM型が１割減少し、地域密着型がその分増加した。これは、コロナ後の受療行

動の変化や人口規模や構成の変化が、地域密着型の需要を喚起したことを示している。

◆ ２，在宅患者支援病床初期加算と退院先分析の課題（患者分析と一部施設分析）：

小括：地域包括ケア病棟は在宅患者を積極的に受け入れているものの、入院の搬送ルートとして救急搬送や高次医療機関
を経由した下り搬送が少ないことや、老健との連携不足が課題である。2024年度改定後も、多くの施設で対応が遅れており、

老健側の運営を支えるインセンティブの不足も連携を阻んでいる。一部の先行的な取り組みは見られるものの、全体としての
連携強化にはさらなる評価が必要である。

１）在宅患者支援病床初期加算の積極的な活用: 地域包括ケア病棟は、8.5割強の施設が算定している在宅患者支援病床初

期加算を通じて、在宅からの患者を積極的に受け入れていた。特に規模が小さく、在宅・施設との連携を重視する病院で算
定率が高かった。
２）搬送ルートの課題: 入院搬送ルートは「その他」が８割強と大半を占めており、救急搬送や高次医療機関からの下り搬送
は少なかった。在宅患者の救急搬送受け入れや、高次医療機関との連携強化が課題である。
３）入院前施設と退院先: 入院患者は自宅や居住系介護施設からの受け入れがほとんどであり、介護老人保健施設（老健）
からの受け入れは少なかった。退院先も同様に、老健への退院はごくわずかであった。
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引用改変：2024.03.05 厚生労働省 令和６年度診療報酬改定の概要（医科全体版）

－ 参考 －

加算 受入経路 搬送の有無 ～23年度
24年度
６月～

在宅患者支
援病床初期

加算
（14日まで）

介護老人保健施設

救急搬送、
救急患者連携搬送料 500点

580点↑

その他 480点↓

自宅、介護医療院、
特養、老人ホーム等

救急搬送、
救急患者連携搬送料 400点

480点↑

その他 380点↓
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■在宅患者支援病床初期加算のクロス表

・入院実患者における在宅患者支援病床初期加算の算定の有無 × 許可病床数

・入院実患者における在宅患者支援病床初期加算の算定の有無 × 病院機能分類

200床未満 200床以上 合計
算定 11,056 3,233 14,289

非算定 14,212 7,334 21,546
合計 25,268 10,567 35,835

急性期ＣＭ型 ＰＡ連携型 地域密着型 合計
算定 6,118 2,401 5,770 14,289

非算定 12,614 1,952 6,980 21,546
合計 18,732 4,353 12,750 35,835

急性期ＣＭ型 ＰＡ連携型 地域密着型 合計
算定 32.66% 55.16% 45.25% 39.87%

非算定 67.34% 44.84% 54.75% 60.13%
合計 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

200床未満 200床以上 合計
算定 43.75% 30.60% 39.87%

非算定 56.25% 69.40% 60.13%
合計 100.00% 100.00% 100.00%

247 43 290
85.2% 14.8% 100.0%在宅患者支援病床初期加算

◆施設分析：地域包括ケア病棟の加算・注加算の届出と見込み施設の充足度（2024年８月１日～10月31日、n=277）
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■考察【概要版】
◆ 要旨：

本調査結果は、地域包括ケア病棟が超高齢社会における地域包括ケアシステムを支える存在として、着実に機能している
ことを示す一方で、診療報酬改定や将来のDPC退出基準、地域毎の特性といった外部要因によって、その運営や戦略に変化
が求められていることを示している。

今後、地域包括ケア病棟は、それぞれの地域における医療・介護ニーズの変化に柔軟に対応し、より強化した高齢者救急
の受け入れ体制や、より効果的な病診連携と医療介護連携を構築していくことができるように、2026年度改定に向けた更な
る進化が求められている。

◆１，地ケア病棟の機能変化：
過去３年間で、地域包括ケア病棟は急性期CM型が１割減少し、地域密着型がその分増加した。これは、コロナ後の受療行

動の変化や人口規模や構成の変化が、地域密着型の需要を喚起したことを示している。

◆ ２，在宅患者支援病床初期加算と退院先分析の課題（患者分析と一部施設分析）：

小括：地域包括ケア病棟は在宅患者を積極的に受け入れているものの、入院の搬送ルートとして救急搬送や高次医療機関
を経由した下り搬送が少ないことや、老健との連携不足が課題である。2024年度改定後も、多くの施設で対応が遅れており、

老健側の運営を支えるインセンティブの不足も連携を阻んでいる。一部の先行的な取り組みは見られるものの、全体としての
連携強化にはさらなる評価が必要である。

１）在宅患者支援病床初期加算の積極的な活用: 地域包括ケア病棟は、8.5割強の施設が算定している在宅患者支援病床初

期加算を通じて、在宅からの患者を積極的に受け入れていた。特に規模が小さく、在宅・施設との連携を重視する病院で算
定率が高かった。
２）搬送ルートの課題: 入院搬送ルートは「その他」が８割強と大半を占めており、救急搬送や高次医療機関からの下り搬送
は少なかった。在宅患者の救急搬送受け入れや、高次医療機関との連携強化が課題である。
３）入院前施設と退院先: 入院患者は自宅や居住系介護施設からの受け入れがほとんどであり、介護老人保健施設（老健）
からの受け入れは少なかった。退院先も同様に、老健への退院はごくわずかであった。
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◆患者分析：在宅患者支援病床初期加算算定患者 （2024年８月１日～10月31日）

・在宅患者支援病床初期加算算定の搬送ルート毎の実患者数

患者数 ％
救急 2,425 17.0%
下り 282 2.0%

その他 11,582 81.1%
合計 14,289 100.0%

・在宅患者支援病床初期加算の入院前施設毎の算定実患者数

患者数 ％
老健 651 4.6%

介護医療院他 13,638 95.4%
合計 14,289 100.0%

＊介護医療院他：介護医療院、特養、経費老人ホーム、有料老人ホーム等、又は自宅＊

◆患者分析：総退院患者（2024年８月１日～10月31日）

・退院患者の退院先の状況

患者数 ％
494 1.8%
643 2.4%
82 0.3%
39 0.1%

4,117 15.3%
254 0.9%
671 2.5%

20,676 76.6%
26,976 100.0%

老健（強化）
老健（その他）

有床診療所
有床（復帰率非該当）

居住系介護施設
回リハ

療養病床
その他
合計
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■考察【概要版】
◆ ２，在宅患者支援病床初期加算と退院先分析の課題（患者分析と一部施設分析）：
４）2024年度改定と老健連携への期待: 2024年度改定では、在宅患者支援病床初期加算が見直され、特に老健からの救急

搬送や高次医療機関を経た下り搬送の受入れが評価され、強化型老健への退院患者の５割が在宅復帰率の分子となり、介
護保険施設等との連携協定締結が望ましいとされる地ケア病棟の施設要件が追加された。老健との入退院連携が進むこと
が期待されていたが、まだ具体的な数値には表れていない。
５）改定への対応の遅れ: 在宅患者支援病床初期加算の見直しがあったにもかかわらず、５割強の施設が「何もしていない」

と回答していた。これは、改定内容の理解不足や対応の遅れを示唆している。また、老健側は、特に強化型以上において入
所者の入院が在宅復帰率に影響するため、連携へのインセンティブが低い。
６）連携強化の動き: 一部の施設（1.5割強）は、改定を機に老健からの受け入れを強化していた。その内の６割強は、連携協

定締結が望ましいとされた要件を強化の理由に挙げており、今後の地域医療・介護連携をリードする存在となる可能性があ
る。
７）搬送ルート「その他」の内訳: 搬送ルートの最多を占める「その他」の内訳を見ると、自院の救急車両を使用した老健等か
らの搬送を強化した施設は0.5割弱とわずかであった。これは、診療報酬上の評価がないことが原因と考えられる。

◆ ３，重症度、医療・看護必要度の現状（施設分析）：

地域包括ケア病棟で頻度の高い疾患である肺炎や骨折に関連する項目が目立っていた。診療報酬改定によって必要度Ⅰ
とⅡは両方とも低下傾向にあり、特に必要度Ⅱの低下度合いが高いため、積極的に救急搬送を受け入れている病棟のモチ
ベーションを下げる設計となっている。

◆ ４，地ケア病棟入院料の41日目以降の逓減制導入への対応：
地域包括ケア病棟入院料の41日目以降の逓減制に対し、８割強の施設が診療体制・行為の変更や、医療介護施設との連携
強化等の何らかの対応を行い、６割以上が入院期間を40日以内にしようと試みていた。これにより、早期在宅復帰支援が促
されている。



強化型以上の
老健は10割在
宅復帰率の分

子に算入

強化型以上の
老健は５割在
宅復帰率の分

子に算入

×

2024年度

引用改変：2024.03.05 厚生労働省 令和６年度診療報酬改定の概要（医科全体版）

地域包括医療病棟

37

－ 参考 －
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◆在宅患者支援病床初期加算見直しへの対応について（2024年10月１日時点、n=285）

３．令和６年度診療報酬改定の影響について

◆在宅患者支援病床初期加算見直しへの対応で、
老健からの受け入れ強化をした医療機関の回答理由について（2024年10月１日時点、n=48）

90 195 285
31.6% 68.4% 100.0%

8 277 285
2.8% 97.2% 100.0%

49 236 285
17.2% 82.8% 100.0%

10 275 285
3.5% 96.5% 100.0%

42 243 285
14.7% 85.3% 100.0%

145 140 285
50.9% 49.1% 100.0%

・何もしていない

有効回答数

・自院の救急搬送の受入れを強化を実施した（消防庁救急車や他院救急車）

・自院の救急車両で介護老人保健施設等の施設からの患者搬送を強化した

・他院と救急搬送連携診療料の連携を実施した

・他院と救急搬送連携診療料の連携を協議中（年度内目途に構築予定）

・救急車両を使用せずに介護老人保健施設からの受け入れを強化した

該当 非該当
該当割合（％）

0         20 40 60 80 100

9 39 48
18.8% 81.3% 100.0%

11 37 48
22.9% 77.1% 100.0%

29 19 48
60.4% 39.6% 100.0%

25 23 48
52.1% 47.9% 100.0%

・在宅患者支援病床初期加算が増点されたため

・介護施設との連携協定の締結が望ましいとされたため

・稼働率維持・向上のため

該当 非該当 有効回答数

・退院後に強化型以上の老健に入所する患者の5割が在宅復帰率になる要件緩和

該当割合（％）
0         20 40 60 80 100
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■考察【概要版】
◆ ２，在宅患者支援病床初期加算と退院先分析の課題（患者分析と一部施設分析）：
４）2024年度改定と老健連携への期待: 2024年度改定では、在宅患者支援病床初期加算が見直され、特に老健からの救急

搬送や高次医療機関を経た下り搬送の受入れが評価され、強化型老健への退院患者の５割が在宅復帰率の分子となり、介
護保険施設等との連携協定締結が望ましいとされる地ケア病棟の施設要件が追加された。老健との入退院連携が進むこと
が期待されていたが、まだ具体的な数値には表れていない。
５）改定への対応の遅れ: 在宅患者支援病床初期加算の見直しがあったにもかかわらず、５割強の施設が「何もしていない」

と回答していた。これは、改定内容の理解不足や対応の遅れを示唆している。また、老健側は、特に強化型以上において入
所者の入院が在宅復帰率に影響するため、連携へのインセンティブが低い。
６）連携強化の動き: 一部の施設（1.5割強）は、改定を機に老健からの受け入れを強化していた。その内の６割強は、連携協

定締結が望ましいとされた要件を強化の理由に挙げており、今後の地域医療・介護連携をリードする存在となる可能性があ
る。
７）搬送ルート「その他」の内訳: 搬送ルートの最多を占める「その他」の内訳を見ると、自院の救急車両を使用した老健等か
らの搬送を強化した施設は0.5割弱とわずかであった。これは、診療報酬上の評価がないことが原因と考えられる。

◆ ３，重症度、医療・看護必要度の現状（施設分析）：

地域包括ケア病棟で頻度の高い疾患である肺炎や骨折に関連する項目が目立っていた。診療報酬改定によって必要度Ⅰ
とⅡは両方とも低下傾向にあり、特に必要度Ⅱの低下度合いが高いため、積極的に救急搬送を受け入れている病棟のモチ
ベーションを下げる設計となっている。

◆ ４，地ケア病棟入院料の41日目以降の逓減制導入への対応：
地域包括ケア病棟入院料の41日目以降の逓減制に対し、８割強の施設が診療体制・行為の変更や、医療介護施設との連携
強化等の何らかの対応を行い、６割以上が入院期間を40日以内にしようと試みていた。これにより、早期在宅復帰支援が促
されている。
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◆施設分析：重症度、医療・看護必要度の各項目における対象者の分布と割合（％）（2024年８月１日～10月31日、n=61-87）

2％未満 4％未満 6％未満 8％未満 10％未満 12％未満 14％未満 16％未満 18％未満 20％未満
10％～

20％未満
20％～

30％未満
合計

病院数
20 14 7 9 10 11 7 2 1 1 2 3 87

22.99% 16.09% 8.05% 10.34% 11.49% 12.64% 8.05% 2.30% 1.15% 1.15% 2.30% 3.45% 100.00%
7 7 5 13 14 9 5 8 4 6 3 6 87

8.05% 8.05% 5.75% 14.94% 16.09% 10.34% 5.75% 9.20% 4.60% 6.90% 3.45% 6.90% 100.00%

　

　

　

創傷処置

呼吸ケア

　

　

　

　

　

　

　

　

A
項
目

59 2 1 0 1 1 1 0 65
90.77% 3.08% 1.54% 1.54% 1.54% 1.54% 100.00%

62 0 0 0 0 0 0 0 62
100.00% 100.00%

60 1 0 1 0 3 0 1 66
90.91% 1.52% 1.52% 4.55% 1.52% 100.00%

骨の手術＜10日間＞

胸腔鏡・腹腔鏡手術＜4日間＞

全身麻酔・脊椎麻酔の手術＜5日間＞

　

　

　

C
項
目

◆重症度、医療・看護必要度ⅠとⅡ（2024年10月１日時点）

・届出している重症度、医療・看護必要度の種別

280
139
141

※無効回答・未回答の20病院を除外

有効回答病院数
重症度、医療・看護必要度Ⅰ
重症度、医療・看護必要度Ⅱ



41

◆施設分析：重症度、医療・看護必要度の各項目における対象者の分布と割合（％）（2024年８月１日～10月31日、n=61-87）

2％未満 4％未満 6％未満 8％未満 10％未満
10％～

20％未満
20％～

30％未満 30％以上
合計

病院数
19 3 1 1 0 3 1 1 29

65.52% 10.34% 3.45% 3.45% 10.34% 3.45% 3.45% 100.00%
35 2 0 0 0 2 0 0 39

89.74% 5.13% 5.13% 100.00%

　

　

　

看護必要度Ⅰ：救急搬送後の入院

看護必要度Ⅱ：緊急に入院を必要とする状態

A
項
目

・届出している重症度、医療・看護必要度の種別毎に年度変化による差異

2022年度改定 2024年度改定 差異（ポイント）

必要度Ⅰ 12% 10% -2
必要度Ⅱ 8% 8% 0

必要度Ⅰ 25.55% 21.11% -4.44
必要度Ⅱ 20.95% 17.93% -3.02

2023年度

8-10月実績

平均値

2024年度

8-10月実績

平均値

差異（ポイント）

◆重症度、医療・看護必要度ⅠとⅡ（2024年10月１日時点）

・必要度Ⅰ：救急搬送後の入院（２日間）
→ 救急車搬送についての評価を人手で実施

・必要度Ⅱ：緊急に入院を必要とする状態（２日間）
→ 夜間休日救急医療管理料と救急医療管理加算を算定する患者をEFファイルより抽出する。
→ 同管理料と加算は包括算定のため評価されない設計となっている。

誤入力と考察

-2.44
-3.02
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■考察【概要版】
◆ ２，在宅患者支援病床初期加算と退院先分析の課題（患者分析と一部施設分析）：
４）2024年度改定と老健連携への期待: 2024年度改定では、在宅患者支援病床初期加算が見直され、特に老健からの救急

搬送や高次医療機関を経た下り搬送の受入れが評価され、強化型老健への退院患者の５割が在宅復帰率の分子となり、介
護保険施設等との連携協定締結が望ましいとされる地ケア病棟の施設要件が追加された。老健との入退院連携が進むこと
が期待されていたが、まだ具体的な数値には表れていない。
５）改定への対応の遅れ: 在宅患者支援病床初期加算の見直しがあったにもかかわらず、５割強の施設が「何もしていない」

と回答していた。これは、改定内容の理解不足や対応の遅れを示唆している。また、老健側は、特に強化型以上において入
所者の入院が在宅復帰率に影響するため、連携へのインセンティブが低い。
６）連携強化の動き: 一部の施設（1.5割強）は、改定を機に老健からの受け入れを強化していた。その内の６割強は、連携協

定締結が望ましいとされた要件を強化の理由に挙げており、今後の地域医療・介護連携をリードする存在となる可能性があ
る。
７）搬送ルート「その他」の内訳: 搬送ルートの最多を占める「その他」の内訳を見ると、自院の救急車両を使用した老健等か
らの搬送を強化した施設は0.5割弱とわずかであった。これは、診療報酬上の評価がないことが原因と考えられる。

◆ ３，重症度、医療・看護必要度の現状（施設分析）：

地域包括ケア病棟で頻度の高い疾患である肺炎や骨折に関連する項目が目立っていた。診療報酬改定によって必要度Ⅰ
とⅡは両方とも低下傾向にあり、特に必要度Ⅱの低下度合いが高いため、積極的に救急搬送を受け入れている病棟のモチ
ベーションを下げる設計となっている。

◆ ４，地ケア病棟入院料の41日目以降の逓減制導入への対応：
地域包括ケア病棟入院料の41日目以降の逓減制に対し、８割強の施設が診療体制・行為の変更や、医療介護施設との連携
強化等の何らかの対応を行い、６割以上が入院期間を40日以内にしようと試みていた。これにより、早期在宅復帰支援が促
されている。



43

◆地域包括ケア病棟入院料の41日目以降の逓減制導入への対応について（2024年10月１日時点、n=287）

185 102 287
64.5% 35.5% 100.0%

59 228 287
20.6% 79.4% 100.0%

2 285 287
0.7% 99.3% 100.0%

14 273 287
4.9% 95.1% 100.0%

5 282 287
1.7% 98.3% 100.0%

34 253 287
11.8% 88.2% 100.0%

18 269 287
6.3% 93.7% 100.0%

10 277 287
3.5% 96.5% 100.0%

45 242 287
15.7% 84.3% 100.0%

21 266 287
7.3% 92.7% 100.0%

17 270 287
5.9% 94.1% 100.0%

17 270 287
5.9% 94.1% 100.0%

5 282 287
1.7% 98.3% 100.0%

70 217 287
24.4% 75.6% 100.0%

80 207 287
27.9% 72.1% 100.0%

97 190 287
33.8% 66.2% 100.0%

57 230 287
19.9% 80.1% 100.0%

・介護老人保健施設等の連携を強化したもしくは予定している

・介護医療院、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム等の連携を強化又は予定

・何もしていない

・診療行為の変更をしたもしくは予定している

　行為内容）治療計画の短縮

　行為内容）入院早期におけるPOCリハ又は疾患別リハ提供量を増やす取り組みを実施

　行為内容）摂食機能療法の介入量の増やす取り組みを実施

　行為内容）その他の変更

・他医療機関との連携を強化したもしくは予定している

　体制内容）地ケア病棟配置医師の増員

　体制内容）理学療法士、作業療法士、言語聴覚士の増員

　体制内容）対応診療科構成の変更

　体制内容）早期転院のための連携実施

　体制内容）早期院内転棟

　体制内容）その他の変更

該当 非該当 有効回答数

・40日以内の入院期間をコントロールするようにしている

・診療体制の変更をしたもしくは予定している

該当割合（％）
0         20 40 60 80 100
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■考察【概要版】
◆ ５，地ケア病棟の加算・注加算の届出と見込み施設の充足度（施設分析）：

2024年度改定で新設された入院ベースアップ評価料は9.5割の施設が、看護職員配置加算は8.5割弱の施設が届け出てい

た。一方で、協力対象施設入所者入院加算は４割弱にとどまっている。医療介護施設連携はこれからの経緯に注目し、高齢
者救急を受け入れる地ケア病棟に対する評価も再考すべきである。

◆ ６，R６年度診療報酬改定で定められた地ケア病棟に関わる基準の達成状況：
今改定を契機に基準を満たした施設が10％以上の項目を挙げると、介護保険施設等との協力医療機関を担うことが望まし

いとの要件、短手１・３患者における在宅復帰率除外の明確化、看護補助体制充実加算１であり、少なからず病院機能に影
響を与えていることを示している。

◆ ７，DPC退出基準と病床規模・機能分類の関連性：
DPC対象病院のうち、200床未満や急性期を主たる機能としない病院では、約４分の１が将来的なDPC退出基準（従来の基準
に１月当たりのデータ数が90未満を追加）を満たせない可能性を認めた。特に小規模な急性期一般４を有する病院は、DPCを
継続することが厳しくなると考えられる。

◆ ８，医療法上の療養病床の地ケア病棟の95％算定要件の現状：
医療法上の療養病床を持つ地域包括ケア病棟は全体の１割強を占める。そのうち、約２割強の施設は95%算定を回避でき

なかった。これらの施設には、訪問診療や介護施設・居住系施設等との連携強化が求められている。

◆ ９，医療資源の少ない地域における課題：

医療資源が少ない地域では、地域包括ケア病棟の基準緩和が導入されたものの、十分な効果が得られない場合も認めた。
これは、基準緩和だけでは解決できない医師や看護師等の確保、医療連携の構築といった構造的な課題が、これらの地域
には存在することを示唆している。



看護補助体制
未算定

回答数

99 20 55 102 276
35.9% 7.2% 19.9% 37.0% 100.0%

看護補助体制
充実加算1

看護補助体制
充実加算2

看護補助体制
充実加算3

該当割合（％）
0         20 40 60 80 100

134 143 277
48.4% 51.6% 100.0%

87 190 277
31.4% 68.6% 100.0%

107 169 276
38.8% 61.2% 100.0%

152 127 279
54.5% 45.5% 100.0%

216 70 286
75.5% 24.5% 100.0%

283 15 298
95.0% 5.0% 100.0%

250 46 296
84.5% 15.5% 100.0%

109 158 267
40.8% 59.2% 100.0%

231 53 284
81.3% 18.7% 100.0%

247 43 290
85.2% 14.8% 100.0%

59 214 273
21.6% 78.4% 100.0%

薬剤総合評価調整加算

排尿自立支援加算

協力対象施設入所者入院加算

二次性骨折予防継続管理料2

看護職員配置加算

看護補助者配置加算

摂食機能療法

入院ベースアップ評価料

在宅患者支援病床初期加算

看護職員夜間配置加算

急性期患者支援病床初期加算

●

●

●

◆施設分析：地域包括ケア病棟の加算・注加算の届出と見込み施設の充足度（2024年８月１日～10月31日、n=277）
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■考察【概要版】
◆ ５，地ケア病棟の加算・注加算の届出と見込み施設の充足度（施設分析）：

2024年度改定で新設された入院ベースアップ評価料は9.5割の施設が、看護職員配置加算は8.5割弱の施設が届け出てい

た。一方で、協力対象施設入所者入院加算は４割弱にとどまっている。医療介護施設連携はこれからの経緯に注目し、高齢
者救急を受け入れる地ケア病棟に対する評価も再考すべきである。

◆ ６，R６年度診療報酬改定で定められた地ケア病棟に関わる基準の達成状況：
今改定を契機に基準を満たした施設が10％以上の項目を挙げると、介護保険施設等との協力医療機関を担うことが望まし

いとの要件、短手１・３患者における在宅復帰率除外の明確化、看護補助体制充実加算１であり、少なからず病院機能に影
響を与えていることを示している。

◆ ７，DPC退出基準と病床規模・機能分類の関連性：
DPC対象病院のうち、200床未満や急性期を主たる機能としない病院では、約４分の１が将来的なDPC退出基準（従来の基準
に１月当たりのデータ数が90未満を追加）を満たせない可能性を認めた。特に小規模な急性期一般４を有する病院は、DPCを
継続することが厳しくなると考えられる。

◆ ８，医療法上の療養病床の地ケア病棟の95％算定要件の現状：
医療法上の療養病床を持つ地域包括ケア病棟は全体の１割強を占める。そのうち、約２割強の施設は95%算定を回避でき

なかった。これらの施設には、訪問診療や介護施設・居住系施設等との連携強化が求められている。

◆ ９，医療資源の少ない地域における課題：

医療資源が少ない地域では、地域包括ケア病棟の基準緩和が導入されたものの、十分な効果が得られない場合も認めた。
これは、基準緩和だけでは解決できない医師や看護師等の確保、医療連携の構築といった構造的な課題が、これらの地域
には存在することを示唆している。



47

・地域包括ケア病棟入院料や地域包括ケア入院医療管理料を算定する病棟・室に関わる項目（2024年10月１日時点）

R6年改定
前より基
準クリア

R6年改定
時に基準
クリア

該当なし
有効

回答数
＜病棟毎
の項目＞

R6年改定
前より基
準クリア

R6年改定
時に基準
クリア

該当なし
有効

回答数

217 19 4 240 ④ 90.4% 7.9% 1.7% 100.0%
152 30 56 238 ⑤ 63.9% 12.6% 23.5% 100.0%
49 25 150 224 ⑥-1 21.9% 11.2% 67.0% 100.0%
12 6 193 211 ⑥-2 5.7% 2.8% 91.5% 100.0%
45 4 164 213 ⑥-3 21.1% 1.9% 77.0% 100.0%⑥-3看護補助体制充実加算3

⑤在宅復帰率の短手1・3患者の除外明確化（6ヵ月）
④重症者患者割合（重症度、医療・看護必要度）新基準

⑥-1看護補助体制充実加算1
⑥-2看護補助体制充実加算2

＜地ケア病棟入院料を算定する病棟＞

＜病棟毎の項目＞

◆R６年度診療報酬改定で定められた基準の達成状況について

・病院全体に関わる項目（2024年10月１日時点）

R6年改定
前より基
準クリア

R6年改定
時に基準
クリア

該当なし
有効

回答数

＜病院全
体に関わ
る項目＞

R6年改定
前より基
準クリア

R6年改定
時に基準
クリア

該当なし
有効

回答数

43 6 224 273 ①-1 15.8% 2.2% 82.1% 100.0%
66 9 205 280 ①-2 23.6% 3.2% 73.2% 100.0%

110 47 116 273 ② 40.3% 17.2% 42.5% 100.0%
73 42 142 257 第1種 28.4% 16.3% 55.3% 100.0%
81 42 133 256 第2種 31.6% 16.4% 52.0% 100.0%

181 17 85 283 ③ 64.0% 6.0% 30.0% 100.0%

①-1訪問看護指導料(Ⅰ)(Ⅲ)の算定回数（60⇒150回以上）

①-2併設訪問看護ステーションの実績（300⇒800回以上）

②介護保険施設等との協力医療機関を担うことが望ましい
　（施設基準外）第1種協力指定医療機関締結
　（施設基準外）第2種協力指定医療機関締結
③介護サービス事業所・障害福祉サービス事業所等と連携5以上

＜病院全体に関わる項目＞
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■考察【概要版】
◆ ５，地ケア病棟の加算・注加算の届出と見込み施設の充足度（施設分析）：

2024年度改定で新設された入院ベースアップ評価料は9.5割の施設が、看護職員配置加算は8.5割弱の施設が届け出てい

た。一方で、協力対象施設入所者入院加算は４割弱にとどまっている。医療介護施設連携はこれからの経緯に注目し、高齢
者救急を受け入れる地ケア病棟に対する評価も再考すべきである。

◆ ６，R６年度診療報酬改定で定められた地ケア病棟に関わる基準の達成状況：
今改定を契機に基準を満たした施設が10％以上の項目を挙げると、介護保険施設等との協力医療機関を担うことが望まし

いとの要件、短手１・３患者における在宅復帰率除外の明確化、看護補助体制充実加算１であり、少なからず病院機能に影
響を与えていることを示している。

◆ ７，DPC退出基準と病床規模・機能分類の関連性：
DPC対象病院のうち、200床未満や急性期を主たる機能としない病院では、約４分の１が将来的なDPC退出基準（従来の基準
に１月当たりのデータ数が90未満を追加）を満たせない可能性を認めた。特に小規模な急性期一般４を有する病院は、DPCを
継続することが厳しくなると考えられる。

◆ ８，医療法上の療養病床の地ケア病棟の95％算定要件の現状：
医療法上の療養病床を持つ地域包括ケア病棟は全体の１割強を占める。そのうち、約２割強の施設は95%算定を回避でき

なかった。これらの施設には、訪問診療や介護施設・居住系施設等との連携強化が求められている。

◆ ９，医療資源の少ない地域における課題：

医療資源が少ない地域では、地域包括ケア病棟の基準緩和が導入されたものの、十分な効果が得られない場合も認めた。
これは、基準緩和だけでは解決できない医師や看護師等の確保、医療連携の構築といった構造的な課題が、これらの地域
には存在することを示唆している。
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2026年度

以降に予想
されるDPC
退出基準

200床未満 200床以上 合計
全て○ 38 45 83
×あり 12 2 14
合計 50 47 97

急性期CM PA連携 地域密着 合計
全て○ 71 3 9 83
×あり 9 1 4 14
合計 80 4 13 97

・ 2026年度以降に予想されるDPC退出基準の充足度×許可病床数

・ 2026年度以降に予想されるDPC退出基準の充足度×病院機能分類（６月時点）

200床未満 200床以上 合計
全て○ 76.0% 95.7% 85.6%
×あり 24.0% 4.3% 14.4%
合計 100.0% 100.0% 100.0%

急性期CM PA連携 地域密着 合計
全て○ 88.8% 75.0% 69.2% 85.6%
×あり 11.3% 25.0% 30.8% 14.4%
合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

急一病床数 60床未満 100床未満 100床以上
病院数 11 1 1

% 84.6% 7.7% 7.7%
※急性期一般入院料の病床数の記載がない１病院を除く

種類 急一1 急一2 急一3 急一4 急一5 急一6
病院数 1 2 0 8 1 1

% 7.7% 15.4% 0.0% 61.5% 7.7% 7.7%

・DPC退出基準を満たせない予想の病院（n=13）

急一病床数 60床未満 100床未満 200床未満 200床以上

病院数 8 16 37 12
% 11.0% 21.9% 50.7% 16.4%

※急性期一般入院料以上の病床数の記載がない９病院を除く
※病棟種類の回答が異常値の１病院を除く

種類 特定 急一1 急一2 急一3 急一4 急一5 急一6
病院数 20 40 17 6 18 10 8

% 27.4% 54.8% 23.3% 8.2% 24.7% 13.7% 11.0%
※急性期一般入院料の病床数以上の記載がない９病院を除く
※病棟種類の回答が異常値の１病院を除く
※複数病棟を持っている病院があるため、合計が73にはならない

・DPC退出基準を全て満たす予想の病院（n=73）

急
性
期
一
般
病
床
の
病
床
数

病
床
種
類
数

・DPC退出基準を満たせない予想の病院（n=13）

・DPC退出基準を全て満たす予想の病院（n=73）
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■考察【概要版】
◆ ５，地ケア病棟の加算・注加算の届出と見込み施設の充足度（施設分析）：

2024年度改定で新設された入院ベースアップ評価料は9.5割の施設が、看護職員配置加算は8.5割弱の施設が届け出てい

た。一方で、協力対象施設入所者入院加算は４割弱にとどまっている。医療介護施設連携はこれからの経緯に注目し、高齢
者救急を受け入れる地ケア病棟に対する評価も再考すべきである。

◆ ６，R６年度診療報酬改定で定められた地ケア病棟に関わる基準の達成状況：
今改定を契機に基準を満たした施設が10％以上の項目を挙げると、介護保険施設等との協力医療機関を担うことが望まし

いとの要件、短手１・３患者における在宅復帰率除外の明確化、看護補助体制充実加算１であり、少なからず病院機能に影
響を与えていることを示している。

◆ ７，DPC退出基準と病床規模・機能分類の関連性：
DPC対象病院のうち、200床未満や急性期を主たる機能としない病院では、約４分の１が将来的なDPC退出基準（従来の基準
に１月当たりのデータ数が90未満を追加）を満たせない可能性を認めた。特に小規模な急性期一般４を有する病院は、DPCを
継続することが厳しくなると考えられる。

◆ ８，医療法上の療養病床の地ケア病棟の95％算定要件の現状：
医療法上の療養病床を持つ地域包括ケア病棟は全体の１割強を占める。そのうち、約２割強の施設は95%算定を回避でき

なかった。これらの施設には、訪問診療や介護施設・居住系施設等との連携強化が求められている。

◆ ９，医療資源の少ない地域における課題：

医療資源が少ない地域では、地域包括ケア病棟の基準緩和が導入されたものの、十分な効果が得られない場合も認めた。
これは、基準緩和だけでは解決できない医師や看護師等の確保、医療連携の構築といった構造的な課題が、これらの地域
には存在することを示唆している。
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◆医療資源の少ない地域で基準緩和（自院一般病棟からの転棟）について（2024年10月１日時点、n=９）

1
2
6

・改定緩和分（5％）によりクリアすることが出来た
・緩和されてもギリギリの状態で今後取り下げも視野に入れいる
・従前より比較的問題なく基準クリアしており影響は特にない

◆療養病床の地ケア病棟入院料・管理料、39施設において、右記要件を満たす割合

・単純集計（複数回答あり）

＊病院数 割合
39 100.0%
14 35.9%
11 28.2%
19 48.7%
8 20.5%

＊療養病床は1病棟のみ届出られるので、病院数＝病棟数となる

療養病床の地域包括ケア病棟入院料・管理料届出総数
①自宅等からの入院患者の受入れが6割以上
②自宅等からの緊急入院患者の受入れ実績が前3月で30人以上
③救急告示あり
④いずれも満たせていない

・医療法上の位置付け（n=330病棟）

一般病床 療養病床 未回答 総計
病棟数 274 39 17 330

83.0% 11.8% 5.2% 100.0%

※療養病床については、
95/100の点数を算定する。

ただし、③救急告示あり／①
自宅等から入棟した患者割合
が６割以上／②自宅等からの
緊急患者受け入れ３月で30人

以上、のいずれかを満たす場
合は100/100
引用改変：2022.03.04 厚生労
働省保険局医療課 令和４年
度診療報酬改定の概要

※療養病床は、１病棟のみ届
出ることができる。
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■考察
◆要旨：

地メディ病棟は、高齢者救急の受け入れと地域包括ケアシステムの推進において重要な役割を担いつつあるが、その導入
と運用には、病院の規模や既存機能、そして要件への適合といった多岐にわたる課題が存在する。今後、これらの課題に対
する具体的な解決策や、地域医療提供体制全体の最適化に向けた継続的な検討が不可欠である。

◆１，地メディ病棟の導入状況と病院の意向:
地メディ病棟への転換意向は、「届出済」が15施設、「予定」が２施設、「検討中」が21施設となり、解析対象施設は合計38施

設となった。許可病床数が100床以上の病院が約８割、200床以上が３割弱を占めており、比較的規模が大きめの病院が地メ
ディ病棟の導入に関心を持っている傾向が見られる。地ケア病棟を有する37病院の病院機能分類でも急性期CM型が6.5割
弱を占め、急性期よりの病院が目立った。DPC対象病院も全体の５割を占め、その内約3.5割が2026年度以降の予想DPC退
出基準を満たせていない状況である。これらの病院は全て60床未満であり、内７割が地メディ病棟への転換を検討しているこ
とは、DPC退出基準回避の一環として、新設された病棟への期待の表れである。

◆２， 施設基準要件と運用上の課題:
地メディ病棟の施設基準要件は、届出済みの病棟では全て充足されているものの、予定・検討中の病棟ではCTやMRI撮影

体制、入退院支援加算1の未届出が課題として挙げられた。特に「重症度、医療・看護必要度」や「ADL維持向上割合」といっ
た項目において、届出済みも予定・検討中の病棟でも、2.5割以上の施設が「救済処置を受ける」必要があると回答していた。
特に重症度、医療・看護必要度Ⅱでは、 2023年度よりも2024年度において有意に重症者割合が低下すると予想していた。

地メディ病棟が想定する患者像や提供される医療の質と、現場の適合にギャップがあることを示しており、救済処置終了後の
運用に課題を残す可能性がある。軽中等症の内科系疾患や難易度の高くない予定手術の受け入れに関する要件の厳格さ
が、地メディ病棟への転換を躊躇させる要因となっていることが明らかになった。救済処置が2026年5月末までとされているた
め、それまでにこれらの患者層をどのように扱うか、病院は明確な戦略を立てる必要がある。
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２．今回新設された地域包括医療病棟について（ 2024年10月1日現在）

・解析のカテゴリ（n=38）

回答数
解析

カテゴリ
9 00
6 00
2 00
0 00

10
11

38
全体
n=38

届出
n=15
予定
n=2

合計

②現在検討中である 検討
n=21③詳細検討していないが関心のある入院料である

①
転換
する

a.9月末までに転換した
b.10月1日以降（2025年1月）までに転換した
c.（2025年２月）以降に転換予定
d. a、bに該当しており2025年２月以降さらに増やす予定

17

・許可病床別回答数（全体：n=38）
～99床 100～199床 200床～ 合計

病院数 8 19 11 38
割合 21.1% 50.0% 28.9% 100.0%

※400床以上2施設5.3％

１．基本情報（ 2024年10月1日現在）

急性期CM型 PA連携型 地域密着型 地ケアなし 合計
病院数 24 3 10 1 38
割合 63.2% 7.9% 26.3% 2.6% 100.0%

・地域包括ケア病棟を有する病院の病院機能分類（全体： n=38）

※20250601時点（改定後）
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・急性期一般病床の病床数について、
DPC退出基準を満たせない予想の病院（n=７）

・急性期一般病床の病床数について、
DPC退出基準を全て満たす予想の病院（n=12）

・DPC退出基準を満たせない予想の病院の地域包括医療病棟
転換への意向（n=７）

急一病床数 60床未満
病院数 7

急一病床数 60床未満 100床未満 200床未満 200床以上

病院数 2 2 5 3

届出・予定 検討 合計
病院数 2 5 7

％ 28.6% 71.4% 100.0%

■ 2026年度以降に予想されるDPC退出基準のクロス表
2026年度以

降に予想さ
れるDPC退
出基準
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■考察
◆要旨：

地メディ病棟は、高齢者救急の受け入れと地域包括ケアシステムの推進において重要な役割を担いつつあるが、その導入
と運用には、病院の規模や既存機能、そして要件への適合といった多岐にわたる課題が存在する。今後、これらの課題に対
する具体的な解決策や、地域医療提供体制全体の最適化に向けた継続的な検討が不可欠である。

◆１，地メディ病棟の導入状況と病院の意向:
地メディ病棟への転換意向は、「届出済」が15施設、「予定」が２施設、「検討中」が21施設となり、解析対象施設は合計38施

設となった。許可病床数が100床以上の病院が約８割、200床以上が３割弱を占めており、比較的規模が大きめの病院が地メ
ディ病棟の導入に関心を持っている傾向が見られる。地ケア病棟を有する37病院の病院機能分類でも急性期CM型が6.5割
弱を占め、急性期よりの病院が目立った。DPC対象病院も全体の５割を占め、その内約3.5割が2026年度以降の予想DPC退
出基準を満たせていない状況である。これらの病院は全て60床未満であり、内７割が地メディ病棟への転換を検討しているこ
とは、DPC退出基準回避の一環として、新設された病棟への期待の表れである。

◆２， 施設基準要件と運用上の課題:
地メディ病棟の施設基準要件は、届出済みの病棟では全て充足されているものの、予定・検討中の病棟ではCTやMRI撮影

体制、入退院支援加算1の未届出が課題として挙げられた。特に「重症度、医療・看護必要度」や「ADL維持向上割合」といっ
た項目において、届出済みも予定・検討中の病棟でも、2.5割以上の施設が「救済処置を受ける」必要があると回答していた。
特に重症度、医療・看護必要度Ⅱでは、 2023年度よりも2024年度において有意に重症者割合が低下すると予想していた。

地メディ病棟が想定する患者像や提供される医療の質と、現場の適合にギャップがあることを示しており、救済処置終了後の
運用に課題を残す可能性がある。軽中等症の内科系疾患や難易度の高くない予定手術の受け入れに関する要件の厳格さ
が、地メディ病棟への転換を躊躇させる要因となっていることが明らかになった。救済処置が2026年5月末までとされているた
め、それまでにこれらの患者層をどのように扱うか、病院は明確な戦略を立てる必要がある。
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18 2 0 20
90.0% 10.0% 0.0% 100.0%

12 6 2 20

60.0% 30.0% 10.0% 100.0%

19 1 0 20

95.0% 5.0% 0.0% 100.0%

7 9 4 20

35.0% 45.0% 20.0% 100.0%

8 7 5 20

40.0% 35.0% 25.0% 100.0%

10 5 5 20

50.0% 25.0% 25.0% 100.0%

12 4 4 20

60.0% 20.0% 20.0% 100.0%

8 8 4 20

40.0% 40.0% 20.0% 100.0%

10 6 4 20

50.0% 30.0% 20.0% 100.0%

10 7 3 20

50.0% 35.0% 15.0% 100.0%

17 1 2 20

85.0% 5.0% 10.0% 100.0%

18 1 1 20

90.0% 5.0% 5.0% 100.0%

19 0 1 20

95.0% 0.0% 5.0% 100.0%

18 0 2 20

90.0% 0.0% 10.0% 100.0%

20 0 0 20

100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

目途ない維持対策満たす 合計

（１５）

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

（８）

（９）

（１０）

（１１）

（１２）

（１３）

（１４）

包括的な入院医療及び救急医療を行うにつき必要な体制を整備（２次救急医療機関又は救急告示病
院であること　等）
データ提出加算及び入退院支援加算１に係る届出保険医療機関

特定機能病院以外の病院

急性期充実体制加算及び専門病院入院基本料の届出を行っていない保険医療機関

脳血管疾患等リハビリテーション料及び運動器リハビリテーション料に係る届出保険医療機関

入棟患者のうち入院初日に「B３点以上」に該当する割合が50%以上

平均在院日数が21日以内

在宅復帰率８割以上

自院の一般病棟から転棟したものの割合が５％未満

救急用の自動車等により緊急搬送又は他の保険医療機関で救急患者連携搬送料を算定し搬送された
患者の割合が１割５分以上

看護職員が10:1以上配置

常勤の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士を２名以上、専任の常勤の管理栄養士を１名以上配
置
早期からのリハビリテーションを行うにつき必要な構造設備（病室6.4㎡/１人 以上、廊下幅1.8m以
上が望ましい　等）
ADL等の維持、向上及び栄養管理等に資する必要な体制が整備（入院時と比較したＡＤＬ低下患者
割合が５％未満　等）
延べ患者数のうち「A３点以上、A２点以上かつB３点以上、又はC１点以上」に  該当割合が16%以
上（必要度Ⅰ）又は15%上（必要度Ⅱ）

該当割合（％）
0         20 40 60 80 100

３．地域包括医療病棟施設基準要件について（ 2024年10月1日現在）

・施設基準要件と疑義解釈７の救済処置について（予定・検討： n=23）

・疑義解釈７の
救済処置７要件
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11 4 15

73.3% 26.7% 100.0%

8 7 15

53.3% 46.7% 100.0%

14 1 15

93.3% 6.7% 100.0%

14 1 15

93.3% 6.7% 100.0%

15 0 15

100.0% 0.0% 100.0%

15 0 15

100.0% 0.0% 100.0%

15 0 15

100.0% 0.0% 100.0%

救済措置
受ける

救済措置
受けない

有効
回答数

ADL等の維持、向上及び栄養管理等に資する必要な体制が整備
（入院時と比較したＡＤＬ低下患者割合が５％未満　等）
延べ患者数のうち「A３点以上、A２点以上かつB３点以上、又はC１点以上」に
該当割合が16%以上（必要度Ⅰ）又は15%上（必要度Ⅱ）

入棟患者のうち入院初日に「B３点以上」に該当する割合が50%以上

平均在院日数が21日以内

在宅復帰率８割以上

自院の一般病棟から転棟したものの割合が５％未満

救急用の自動車等により緊急搬送又は他の保険医療機関で救急患者連携搬送料を
算定し搬送された患者の割合が１割５分以上

（６）

（７）

（８）

（９）

（１０）

（４）

（５）

該当割合（％）
0         20 40 60 80 100



問6．地メディ病棟へ転換をしたいが、転換できないもしくは転換しにくい理由について

1)①
1)②
2)①
2)②
2)③
2)④
2)⑤
2)⑥
3)①
4)①
4)②
4)③
4)④
5)①
5)②
5)③
6)①
6)②
6)③
6)④
7)①
7)②
7)③

1)疾患や診療科構成の特徴により転換ができない。
①誤嚥性肺炎や尿路感染、めまい、熱発などの内科系疾患など、重症度、医療·看護必要度の分子とならない疾患が多い。
②予定手術が多く、整形外科系の緊急手術が少ないため、ADL低下5%未満をクリアできない。

2)急性期機能や急一般病床などへのこだわりがあるため転換できない。
①地域から求められる医療が高齢者救急ではない。
②新たな地域医療構想では、地メディ病棟は包括期に定義されるかもしれない。
③地域医療構想調整会議等で、高度急性期·急性期機能を担うよう強く求められている。
④法人トップの急性期一般入院基本料もしくは高度急性期や急性期機能へのこだわりが強い。
⑤転換は病院職員のモチベーションが低下する。
⑥急性期の看板がなくなると患者が減少する。

３）①当地の人口ビジョンによると生産年齢人口が増えて、高齢者は急増しないため、当面転換はしない。

4)将来の病院機能を見据えると転換できない。
①高度急性期·急性期機能に変更する予定である。
②回復期リハビリテーション機能に変更する予定である。
③在宅医療等を担う機能に変更する予定である。
④慢性期(療養病棟、障害者病棟)機能に変更する予定である。

5)地メディ病棟の自院ポストアキュート患者に関連する要因で転換できない。
①地メディ病棟の自院ポストアキュート患者の内、大腿骨近位部骨折や脊椎圧迫骨折であっても、地ケア病棟に転棟すると地メディ病
棟の在宅復帰率の分子に算定されない。
②在宅医療等医療連携機能を持つ地ケア病棟を病院機能の中心にすえると、地メディ病棟との院内病棟間連携が難しい。
③地メディ病棟の自院ポストアキュート患者が在宅復帰率の分子に算定される回リハ病棟は院内病棟間連携をとりやすいが、回リハ
病棟施設基準、通則等の要件を満たせなくなる。

6) 急一般病床と地ケア病棟を有する急性期ケアミックス型病院において、急一般病床から転換できない。
①DPC対象病院だが急一般病床数が少なく、転換すると調査期間1月当たりのデータ数が90以上を満たせなくなる。
②①の結果、DPC対象病院を返上した場合、自院ポストアキュート患者を地ケア病棟に受け入れても、DPC/PDPS算定期間中のリ
ハビリテーションの出来高算定ができなくなり、必要で十分なリハビリテーションを提供できなくなる恐れがある。
③急性期一般病床1を2以下にする方が転換するより運営がしやすい。
④地メディ病棟の入院初日にB3点以上の患者割合50%以上を満たせない。

7) 地ケア病棟から転換できない。
①急一般病床と地ケア病棟を有する急性期ケアミックス型病院だが、急一般病床からの自院ポストアキュート患者を、地メディ病棟で
は5%未満しか受け入れできない。
②地ケア病棟において、難易度又は重症度の高くない予定手術患者が多く、地メディ病棟の重症度、医療·看護必要度やADL低下患
者5%未満の要件を満たせない。
③在宅医療等医療連携機能を持つ地ケア病棟を病院機能の中心にすえている。100%   80%     60%     40%      20%     0

■×：いいえ、■△：どちらでもない、■○：はい、■：○の上位５回答、■：○が25%以上の内興味深い回答

n=25
64％

64％

64％
52％

40％

40％

25％
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1)疾患や診療科構成の特徴により転換ができない。
①誤嚥性肺炎や尿路感染、めまい、熱発などの内科系疾患など、重症度、医療·看護必要度の分子とならない疾患が多い。
②予定手術が多く、整形外科系の緊急手術が少ないため、ADL低下5%未満をクリアできない。

7) 地ケア病棟から転換できない。
②地ケア病棟において、難易度又は重症度の高くない予定手術患者が多く、地メディ病棟の重症度、医療·看護必要度やADL
低下患者5%未満の要件を満たせない。

■課題１
地メディ病棟における重症度、医療・看護必要度、ADL維持・向上等の様々な要件により、軽中等症の内科系
疾患や難易度の高くない予定手術等は、一定数以上受け入れにくい。
地メディ病棟における、2024年５月31日の疑義解釈（その７）の救済処置は、2026年５月末までとされている。

60

■：○の上位５回答、■：○が25%以上の内興味深い回答についての課題解決
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■考察
◆３，地メディ病棟転換による影響と機能分化:

地メディ病棟への転換によって、全ての病院が、救急搬送受け入れ件数と全身麻酔手術件数の両方、又はいずれか一方
が増加したと回答しており、新病棟が急性期医療の一部を担い、地域における高齢者救急の受け入れ機能強化に貢献して
いることが伺える。転換元病棟としては、2024年10月１日現在で急性期一般２～６や地ケア病棟が主であるが、最新情報は

当協会の地方厚生局データの解析資料を参照されたい。課題として、地メディ病棟を導入することで、急性期の受け入れオ
ペレーションが「複線化・複雑化する」という指摘がある。これは、病院内の病棟構成とその連携や効率的なPFM（Patient Flow 
Management）の構築が今後の課題となることを示しており、過渡期における包括期医療の円滑化・複線化に向けた対策が
求められる。

◆４，地メディ病棟の加算・注加算の届出と見込み施設の充足度：
地メディ病棟の加算の充足度について、注目の入院ベースアップ評価料は、届出施設も予定・検討施設も10割充足してい

た。救急医療管理加算や入退院支援加算１のイ等は届出施設だけで10割充足していた。注加算の充足度について、新設の

リハ・栄養・口腔連携加算は、満たす・見込み合わせて、届出施設で７割弱、予定・検討中施設で８割強充足していた。高齢
者救急の受入れやPFMの充実に寄与する加算・注加算は、積極的に届出して患者のQOL向上に貢献したいところである。

◆５，地域医療提供体制における役割と今後の展望:
地域医療提供体制において、地メディ病棟は高齢者救急の受け入れを担う重要な役割を持つ。DPC退出基準を満たせない

急性期病院や、救急に注力する地ケア病棟が、地域医療の崩壊を防ぎ、かつ生き残るために、地メディ病棟への転換を検討
している。しかし、中小病院では厳しい要件のため転換が困難なケースもある。今後は、地域ごとの医療ニーズに応じ、柔軟
な病床機能の転換を可能にする制度設計と、中小病院への支援が不可欠である。



・地域包括医療病棟届出前後の救急搬送受入れ件数と全身麻酔手術件数（届出：回答 n=11 ）

２．今回新設された地域包括医療病棟について（ 2024年10月1日現在）

減少 不変 増加
増加 4 ― 3
不変 ― ― 2
減少 ― ― 2

全身麻酔
手術件数

救急搬送件数
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2025.06.14時点
JAHCC地域包括ケア推進病棟協会 機能評価委員会作成

地域包括医療病棟入院料を届け出る前の入院料

令和7年度第3回入院・外来医療等の調査・評価分科会 議事次第
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000212500_00272.html

診調組 入－１
Ｒ７．６．１３改
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51
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1

28

12

1

1

0 10 20 30 40 50 60

急性期一般１

急性期一般２

急性期一般３

急性期一般４

急性期一般５

急性期一般６

地ケア１

地ケア２

地ケア４

地域一般１

地域包括医療病棟を届け出る前の入院料ごとの医療機関数(n=175)

（※管理料算定は地ケアに含む）

（※管理料算定は地ケアに含む）

（※管理料算定は地ケアに含む）

20250614時点
厚生局定点データ

地ケア病棟
1,2,4

41

地
メディ

63

26.9％
（急1：47/175）

49.1％
（急2-6：86/175）

23.4％
（地ケア1,2,4：

41/175）

１位
急１から急４へと
転換元病棟の潮
目が変わる？



7) 地ケア病棟から転換できない。

①急一般病床と地ケア病棟を有する急性期ケアミックス型病院だが、急一般病床からの自院ポストアキュート患者を、地メディ
病棟では5%未満しか受け入れできない。

6) 急一般病床と地ケア病棟を有する急性期ケアミックス型病院において、急一般病床から転換できない。
①DPC対象病院だが急一般病床数が少なく、転換すると調査期間1月当たりのデータ数が90以上を満たせなくなる。
②①の結果、DPC対象病院を返上した場合、自院ポストアキュート患者を地ケア病棟に受け入れても、DPC/PDPS算定期間中の
リハビリテーションの出来高算定ができなくなり、必要で十分なリハビリテーションを提供できない恐れがある。
③急一般病床1を2以下にする方が転換するより運営がしやすい。

■：○の上位５回答、■：○が25%以上の内興味深い回答について

64

■課題３
大都市部や過疎化の進む地方都市では、生産年齢人口も高齢者救急も診られる急性期CM型の需要は、一
定程度継続すると思われる。急性期一般+地ケア病棟に、地メディ病棟と回リハ病棟を届出ると、受け入れは
複線化・複雑化して、急性期は３通り、回復期は２通りとなる。一方で急性期一般+地ケア病棟や療養病床+地
ケア病棟、地メディ+回リハ病棟だけの組み合わせは、オペレーションは単純化される。包括期医療への過渡
期対策そのものを複線化する機運が不足している。
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■考察
◆３，地メディ病棟転換による影響と機能分化:

地メディ病棟への転換によって、全ての病院が、救急搬送受け入れ件数と全身麻酔手術件数の両方、又はいずれか一方
が増加したと回答しており、新病棟が急性期医療の一部を担い、地域における高齢者救急の受け入れ機能強化に貢献して
いることが伺える。転換元病棟としては、2024年10月１日現在で急性期一般２～６や地ケア病棟が主であるが、最新情報は

当協会の地方厚生局データの解析資料を参照されたい。課題として、地メディ病棟を導入することで、急性期の受け入れオ
ペレーションが「複線化・複雑化する」という指摘がある。これは、病院内の病棟構成とその連携や効率的なPFM（Patient Flow 
Management）の構築が今後の課題となることを示しており、過渡期における包括期医療の円滑化・複線化に向けた対策が
求められる。

◆４，地メディ病棟の加算・注加算の届出と見込み施設の充足度：
地メディ病棟の加算の充足度について、注目の入院ベースアップ評価料は、届出施設も予定・検討施設も10割充足してい

た。救急医療管理加算や入退院支援加算１のイ等は届出施設だけで10割充足していた。注加算の充足度について、新設の

リハ・栄養・口腔連携加算は、満たす・見込み合わせて、届出施設で７割弱、予定・検討中施設で８割強充足していた。高齢
者救急の受入れやPFMの充実に寄与する加算・注加算は、積極的に届出して患者のQOL向上に貢献したいところである。

◆５，地域医療提供体制における役割と今後の展望:
地域医療提供体制において、地メディ病棟は高齢者救急の受け入れを担う重要な役割を持つ。DPC退出基準を満たせない

急性期病院や、救急に注力する地ケア病棟が、地域医療の崩壊を防ぎ、かつ生き残るために、地メディ病棟への転換を検討
している。しかし、中小病院では厳しい要件のため転換が困難なケースもある。今後は、地域ごとの医療ニーズに応じ、柔軟
な病床機能の転換を可能にする制度設計と、中小病院への支援が不可欠である。
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・地域包括医療病棟の加算の充足度について（2024/10/1～2024/12/31の実績）

地域包括医療病棟（届出： n=15） 地域包括医療病棟（予定・検討： n=23）■目途無 ■見込み ■満たす

４．地域包括医療病棟算定について
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・地域包括医療病棟の注加算等の充足度について（2024/10/1～2024/12/31の実績）

４．地域包括医療病棟算定について

地域包括医療病棟（届出： n=15） 地域包括医療病棟（予定・検討： n=23）■目途無 ■見込み ■満たす
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■考察
◆３，地メディ病棟転換による影響と機能分化:

地メディ病棟への転換によって、全ての病院が、救急搬送受け入れ件数と全身麻酔手術件数の両方、又はいずれか一方
が増加したと回答しており、新病棟が急性期医療の一部を担い、地域における高齢者救急の受け入れ機能強化に貢献して
いることが伺える。転換元病棟としては、2024年10月１日現在で急性期一般２～６や地ケア病棟が主であるが、最新情報は

当協会の地方厚生局データの解析資料を参照されたい。課題として、地メディ病棟を導入することで、急性期の受け入れオ
ペレーションが「複線化・複雑化する」という指摘がある。これは、病院内の病棟構成とその連携や効率的なPFM（Patient Flow 
Management）の構築が今後の課題となることを示しており、過渡期における包括期医療の円滑化・複線化に向けた対策が
求められる。

◆４，地メディ病棟の加算・注加算の届出と見込み施設の充足度：
地メディ病棟の加算の充足度について、注目の入院ベースアップ評価料は、届出施設も予定・検討施設も10割充足してい

た。救急医療管理加算や入退院支援加算１のイ等は届出施設だけで10割充足していた。注加算の充足度について、新設の

リハ・栄養・口腔連携加算は、満たす・見込み合わせて、届出施設で７割弱、予定・検討中施設で８割強充足していた。高齢
者救急の受入れやPFMの充実に寄与する加算・注加算は、積極的に届出して患者のQOL向上に貢献したいところである。

◆５，地域医療提供体制における役割と今後の展望:
地域医療提供体制において、地メディ病棟は高齢者救急の受け入れを担う重要な役割を持つ。DPC退出基準を満たせない

急性期病院や、救急に注力する地ケア病棟が、地域医療の崩壊を防ぎ、かつ生き残るために、地メディ病棟への転換を検討
している。しかし、中小病院では厳しい要件のため転換が困難なケースもある。今後は、地域ごとの医療ニーズに応じ、柔軟
な病床機能の転換を可能にする制度設計と、中小病院への支援が不可欠である。



7) 地ケア病棟から転換できない。
②地ケア病棟において、難易度又は重症度の高くない予定手術患者が多く、地メディ病棟の重症度、医療·看護必要度やADL
低下患者5%未満の要件を満たせない。

5)地メディ病棟の自院ポストアキュート患者に関連する要因で転換できない。

①地メディ病棟の自院ポストアキュート患者の内、大腿骨近位部骨折や脊椎圧迫骨折であっても、地ケア病棟に転棟すると地
メディ病棟の在宅復帰率の分子に算定されない。
②在宅医療等医療連携機能を持つ地ケア病棟を病院機能の中心にすえると、地メディ病棟との院内病棟間連携が難しい。

③地メディ病棟の自院ポストアキュート患者が在宅復帰率の分子に算定される回リハ病棟は院内病棟間連携をとりやすいが、
回リハ病棟施設基準、通則等の要件を満たせなくなる、と予想される。

■：○の上位５回答、■：○が25%以上の内興味深い回答についての課題解決
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■課題２

地メディ病棟は、地ケア病棟よりもかなり高い急性期機能を持つように設計され
ている。

一部の地ケア病棟を有する中小病院では、難易度又は重症度の高くない手術を
積極的に行っており、高齢者救急への関心も高い。しかし、重症度、医療・看護
必要度、ADL維持・向上等の様々な厳格な要件により、地メディ病棟の届け出は
２段階上の印象であり、届け出は難しい。

1)疾患や診療科構成の特徴により転換ができない。
①誤嚥性肺炎や尿路感染、めまい、熱発などの内科系疾患など、重症度、医療·看護必要度の分子とならない疾患が多い。
②予定手術が多く、整形外科系の緊急手術が少ないため、ADL低下5%未満をクリアできない。
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地域ごとの医療機能と新病院機能分類



病床種別 治療室♯ 急性期
一般病床

地メディ
病棟

地ケア
病棟※

他の回復期・
慢性期病棟

（回リハ・障害者病棟、
療養病床等）

＊
地域包
括ケア
推進病
棟を届
け出る
病院の
新病院
機能分

類

地
域
急
性
期
型

地域
CM型

地域
包括型

在宅
支援型

PA連携・
専門型

■地域包括ケア推進病棟を届け出る病院の新たな病院機能分類では、
１つの医療機関は最も近似する１つの病院機能を持つことになる。

■新たな地域医療構想では、
一医療機関が必要に応じて複数の医療機関機能を報告することも考えられる。

急
性
期

拠
点
機
能

高
齢
者
救
急
・

地
域
急
性
期
機
能

在
宅
医
療
等

連
携
機
能

専
門
等

機
能
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■地域急性期型：病床機能報告に照らして、救急搬送・全身麻酔下手術件
数等が一定以上の急性期機能を有していると自ら判断し、病院全体として
急性期を最も重視している病院である。
急性期一般入院基本料６以上の急性期一般病棟を届出ている地域ケア
ミックス（CM）型と、急性期一般病棟を有さず地域包括医療病棟を届出てい
る地域包括型に亜分類する。

■在宅支援型：在宅療養中のかかりつけ高齢虚弱マルチモビディティ患者
を主な対象として、いわゆるサブアキュート（SA）患者の受け入れと在宅復
帰を最も重視している病院である。在宅医療の提供や、他の医療機関・介
護施設・訪問事業所等と連携した、看取りを含む24時間対応も実施する。

■ポストアキュート（PA）連携・専門型：上記２類型のどちらでもない場合に
PA連携・専門型と定義している。病院全体の実入院患者数の概ね半数以
上が他院からのPAを受け入れる病院や、地域ニーズに応じた特徴ある医
療に専門特化している病院である。

地域包括ケア推進病棟を
届け出る病院の新病院機能分類



■略称・凡例
・地メディ病棟：地域包括医療病棟 ・地ケア病棟：地域包括ケア病棟 ・回リハ病棟：回復期
リハビリテーション病棟
＊地域包括ケア推進病棟：当協会独自の、地ケア病棟と地メディ病棟の総称
♯ 特定集中治療室管理料等の高度急性期機能を持つ特定入院料の病室
※ 地ケア病室の場合あり
△：届出の有無は問わない、-：届出なし

病床種別 治療室♯ 急性期
一般病床

地メディ
病棟

地ケア
病棟※

他の回復期・
慢性期病棟

（回リハ・障害者病
棟、療養病床等）

＊
地域包
括ケア
推進病
棟を届
け出る
病院の
新病院
機能分

類

地
域
急
性
期
型

地域
CM型

△ ◎ ◎ ◎ △

△ ◎ - ◎ △

△ ◎ ◎ - △

地域
包括型

- - ◎ ◎ △

- - ◎ - △

在宅
支援型

- △ ◎ - △

- △ - ◎ △

- △ ◎ ◎ △

PA連携・
専門型

- △ △ ◎ △

- - - ◎ △

地域包括ケア推進病棟を届け出る病院の新たな病院機能分類では、
１つの医療機関は最も近似する１つの医療機関機能を持つことになる。
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74引用改変：2024.12.03 第13回新たな地域医療構想等に関する検討会 資料１

新たな地域医療構想では、

地域の実情に応じて、一医療機関が様々な医療機関機能を担っていくことが想定され
ることから、必要に応じて複数の医療機関機能を報告することも考えられる。

引用：2025.12.25 社会保障審議会医療部会 「2040年頃に向けた医療提供体制の総合的な改革に関する意見」



問6．地メディ病棟へ転換をしたいが、転換できないもしくは転換しにくい理由について

1)①
1)②
2)①
2)②
2)③
2)④
2)⑤
2)⑥
3)①
4)①
4)②
4)③
4)④
5)①
5)②
5)③
6)①
6)②
6)③
6)④
7)①
7)②
7)③

1)疾患や診療科構成の特徴により転換ができない。
①誤嚥性肺炎や尿路感染、めまい、熱発などの内科系疾患など、重症度、医療·看護必要度の分子とならない疾患が多い。
②予定手術が多く、整形外科系の緊急手術が少ないため、ADL低下5%未満をクリアできない。

2)急性期機能や急一般病床などへのこだわりがあるため転換できない。
①地域から求められる医療が高齢者救急ではない。
②新たな地域医療構想では、地メディ病棟は包括期に定義されるかもしれない。
③地域医療構想調整会議等で、高度急性期·急性期機能を担うよう強く求められている。
④法人トップの急性期一般入院基本料もしくは高度急性期や急性期機能へのこだわりが強い。
⑤転換は病院職員のモチベーションが低下する。
⑥急性期の看板がなくなると患者が減少する。

３）①当地の人口ビジョンによると生産年齢人口が増えて、高齢者は急増しないため、当面転換はしない。

4)将来の病院機能を見据えると転換できない。
①高度急性期·急性期機能に変更する予定である。
②回復期リハビリテーション機能に変更する予定である。
③在宅医療等を担う機能に変更する予定である。
④慢性期(療養病棟、障害者病棟)機能に変更する予定である。

5)地メディ病棟の自院ポストアキュート患者に関連する要因で転換できない。
①地メディ病棟の自院ポストアキュート患者の内、大腿骨近位部骨折や脊椎圧迫骨折であっても、地ケア病棟に転棟すると地メディ病
棟の在宅復帰率の分子に算定されない。
②在宅医療等医療連携機能を持つ地ケア病棟を病院機能の中心にすえると、地メディ病棟との院内病棟間連携が難しい。
③地メディ病棟の自院ポストアキュート患者が在宅復帰率の分子に算定される回リハ病棟は院内病棟間連携をとりやすいが、回リハ
病棟施設基準、通則等の要件を満たせなくなる。

6) 急一般病床と地ケア病棟を有する急性期ケアミックス型病院において、急一般病床から転換できない。
①DPC対象病院だが急一般病床数が少なく、転換すると調査期間1月当たりのデータ数が90以上を満たせなくなる。
②①の結果、DPC対象病院を返上した場合、自院ポストアキュート患者を地ケア病棟に受け入れても、DPC/PDPS算定期間中のリ
ハビリテーションの出来高算定ができなくなり、必要で十分なリハビリテーションを提供できなくなる恐れがある。
③急性期一般病床1を2以下にする方が転換するより運営がしやすい。
④地メディ病棟の入院初日にB3点以上の患者割合50%以上を満たせない。

7) 地ケア病棟から転換できない。
①急一般病床と地ケア病棟を有する急性期ケアミックス型病院だが、急一般病床からの自院ポストアキュート患者を、地メディ病棟で
は5%未満しか受け入れできない。
②地ケア病棟において、難易度又は重症度の高くない予定手術患者が多く、地メディ病棟の重症度、医療·看護必要度やADL低下患
者5%未満の要件を満たせない。
③在宅医療等医療連携機能を持つ地ケア病棟を病院機能の中心にすえている。100%   80%     60%     40%      20%     0

■×：いいえ、■△：どちらでもない、■○：はい、■：○の上位５回答、■：○が25%以上の内興味深い回答

n=25
64％

64％

64％
52％

40％

40％

25％
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病床種別 治療室♯ 急性期
一般病床

地メディ
病棟

地ケア
病棟※

他の回復期・
慢性期病棟

（回リハ・障害者病棟、
療養病床等）

＊
地域包
括ケア
推進病
棟を届
け出る
病院の
新病院
機能分

類

地
域
急
性
期
型

地域
CM型

地域
包括型

在宅
支援型

PA連携・
専門型

■地域包括ケア推進病棟を届け出る病院の新病院機能分類では、
１つの医療機関は最も近似する１つの病院機能を持つことになる。

■新たな地域医療構想では、
一医療機関が必要に応じて複数の医療機関機能を報告することも考えられる。

急
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能
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・
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域
急
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能
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宅
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携
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能

専
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機
能
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包括期医療への過
渡期対策そのもの
を、医療機関機能
を活用して複線化・
見える化することで、
地域包括ケアシス
テムを推進する。
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お知らせ
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＜入会申込書＞ 

 
一般社団法人 地域包括ケア推進病棟協会会長 殿  
 地域包括ケア推進病棟協会に入会を申し込みます。       

西暦      年    月    日  

会員種類 １．正会員（医療機関）   ２．賛助会員（団体・企業等） 
    ※どちらかに○印をご記入ください。 

 
ふ り が な 

貴医療機関・団体名 
 

ふ り が な 
会員登録者氏名 

 

会員登録者御役職 
 

総病床数       床 

連絡担当者氏名 
 

御役職 
 

ご住所 
（〒    －     ） 
 
 

 TEL.                                            FAX. 

E-mail: 

※会員登録者様宛に入会金・年会費の請求書をお送りします。 
 
【地域包括ケア病棟入院料・地域包括医療病棟入院料 取得状況】   

種別 取得済 取得もしくは増床準備中 

地域包括ケア病棟入院料１     床               西暦     年  月      床               

地域包括ケア病棟入院料２     床   西暦     年  月      床 

地域包括ケア病棟入院料３     床        西暦     年  月      床 

地域包括ケア病棟入院料４     床   西暦     年  月      床 

地域包括ケア入院医療管理料１     床 西暦     年  月      床 

地域包括ケア入院医療管理料２     床 西暦     年  月      床 

地域包括ケア入院医療管理料３     床 西暦     年  月      床 

地域包括ケア入院医療管理料４     床 西暦     年  月      床 

地域包括医療病棟入院料     床 西暦     年  月      床 

※紹介者がいる場合には、下記にご記入下さい。 

紹介者氏名 
 

御所属先 
 

 

・2025.08.04-09.12
事前学習OL講義

・2025.09.20
リアル集合研修
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・2025.08.18-09.30
オンデマンド配信

地メディ病棟の届出
研修（多職種協働）

・2025. 09.06
リアル施設見学会

驚きの病棟トランス
フォーメーション



ご清聴ありがとうございました
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＜https://chiiki-hp.jp/＞
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